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資料１ トップランナー基準の対象となる21品目

品目 目標年度 省エネ効果
ガソリン乗用自動車：2010年度 ガソリン乗用自動車：目標年度において1995年度比約23%の効率改善
ディーゼル乗用自動車：2005年度 ディーゼル乗用自動車：目標年度において1995年度比約15%の効率改善
ＬＰガス乗用自動車：2010年度 ＬＰガス乗用自動車：目標年度において2001年度比約11.4%の効率改善
路線バス・一般バス：2015年度 路線バス・一般バス：目標年度において2002年度比約12.1%の効率改善
ガソリン貨物自動車：2010年度 ガソリン貨物自動車：目標年度において1995年度比約13%の効率改善
ディーゼル貨物自動車：2005年度 ディーゼル貨物自動車：目標年度において1995年度比約7%の効率改善
トラック等及びトラクタ：2015年度 トラック等及びトラクタ：目標年度において2002年度比約12 2%の効率改善

1.乗用自動車

2.貨物自動車
トラック等及びトラクタ：2015年度 トラック等及びトラクタ：目標年度において2002年度比約12.2%の効率改善

①2007冷凍年度(2006年10月1日～2007年9月30日)
①2004冷凍年度に目標年度を迎えた4kW以下の直吹き壁掛け形冷暖房兼用のものについては、エ
ネルギー消費効率が1997冷凍年度(1996年10月1日～1997年9月30日)比で約67.8%改善された。

なお、4kW以下の直吹き壁掛け形冷暖房兼用については2004冷
凍年度(2003年10月1日～2004年9月30日)。

②2007冷凍年度に目標年度を迎えるものについては、1997冷凍年度比で冷暖房兼用約63%、冷房
専用約14%の効率改善

②品表法施行令別表第3号のものであって、4kW以下の直吹き壁
掛け形冷暖房兼用については2010年度

③目標年度において2005年度比約22.4%の効率改善

① 蔵 費 が 善

3.エアコンディショナー

①2004年度
①2004年度に目標年度を迎えた電気冷蔵庫は、消費電力量が1998年度比で約55.2％改善された。
（当初、約30.5％改善見込み）

②2010年度 ②目標年度において2005年度比約21.0％の効率改善

①2004年度
①2004年度に目標年度を迎えた電気冷凍庫は、消費電力量が1998年度比で約29.6％改善された。
（当初、約22.9％改善見込み）

②2010年度 ②目標年度において2005年度比約12.7％の効率改善
6 ジャー炊飯器 2008年度 目標年度において2003年度比約11 1%の効率改善

4.電気冷蔵庫

5.電気冷凍庫

6.ジャ 炊飯器 2008年度 目標年度において2003年度比約11.1%の効率改善
7.電子レンジ 2008年度 目標年度において2004年度比約8.5%の効率改善
8.蛍光灯器具 2005年度 目標年度において1997年度比約16.6％の効率改善
9.電気便座 2006年度 目標年度において2000年度比約10.0％の効率改善

ブラウン管テレビ：2003年度
●2003年度に目標年度を迎えたブラウン管テレビは、消費電力量が1997年度比で約25.7％改善さ
れた。（当初、約16.4％改善見込み）

液晶テレビ及びプラズマテレビ：2008年度 ●液晶テレビ及びプラズマテレビにあっては、目標年度において2004年度比約15.3%の効率改善
2003年度に目標年度を迎えたＶＴＲは 待機時消費電力が1997年度比約73 6％改善された （当初

10.テレビジョン受信機

11.ビデオテープレコーダー 2003年度
2003年度に目標年度を迎えたＶＴＲは、待機時消費電力が1997年度比約73.6％改善された。（当初、
約58.7％改善の見込み）

12.ＤＶＤレコーダー 2008年度 目標年度において2004年度比約22.4%の効率改善
①2005･2006年度 ①目標年度において1997年度比約83%の効率改善
②2007年度 ②目標年度において2001年度比約69%の効率改善
①2005･2006年度 ①目標年度において1997年度比約78%の効率改善
②2007年度 ②目標年度において2001年度比約71%の効率改善

13.電子計算機

14.磁気ディスク装置
② 度 ② 標 度 度 約 効 改善

15.複写機 2006年度 目標年度において1997年度比約30％の効率改善
16.ストーブ 2006年度 目標年度において2000年度比ガスストーブ約1.4%、石油ストーブ約3.8%の効率改善

こんろ部：2006年度 こんろ部：目標年度において2000年度比約13.9％の効率改善
グリル部：2008年度 グリル部：目標年度において2002年度比約27.4％の効率改善
オーブン部：2008年度 オーブン部：目標年度において2002年度比約20.3％の効率改善
ガス瞬間湯沸器・ガスふろがま：2006年度 ガス瞬間湯沸器・ガスふろがま：目標年度において2000年度比約4.1％の効率改善

ガス暖房機器（給湯付のもの以外）：目標年度において2002年度比約3 3％の効率改善

17.ガス調理機器

18 ガス温水機器

2

ガス暖房機器（給湯付のもの以外）：目標年度において2002年度比約3.3％の効率改善
ガス暖房機器（給湯付のもの）：目標年度において2002年度比約1.1％の効率改善

19.石油温水機器 2006年度 目標年度において2000年度比約3.5％の効率改善
20.自動販売機 2005年度 目標年度において2000年度比約33.9％の効率改善

油入変圧器：2006年度
モールド変圧器：2007年度

ガス暖房機器：2008年度

21.変圧器 目標年度において1999年度比約30.3％の効率改善

18.ガス温水機器



資料２ 省エネ基準策定の取組例（トップランナー基準）

通信機器 省 ネに関するCIAJ 取り組み通信機器の省エネに関するCIAJの取り組み

■ルータ・スイッチ技術委員会（ルータ等の省エネ化）■ルータ・スイッチ技術委員会（ルータ等の省エネ化）

通信機器の省エネルギー化を推進するため、国内外のルータ・スイッチベ通信機器の省エネルギー化を推進するため、国内外のルータ・スイッチベ機 外機 外
ンダにより委員会を組織化。ンダにより委員会を組織化。

「トップランナー方式」によるルータ・「トップランナー方式」によるルータ・LANLANスイッチの省エネ基準スイッチの省エネ基準
検討検討適用対象となるル タ適用対象となるル タ LANLANスイッチの製品区分の検討スイッチの製品区分の検討検討検討適用対象となるルータ・適用対象となるルータ・LANLANスイッチの製品区分の検討スイッチの製品区分の検討
省エネ測定方法、基準値（案）省エネ測定方法、基準値（案）

これまでの成果として、これまでの成果として、
「小型ルータ（家庭用「小型ルータ（家庭用BBBBルータ）」ルータ）」 とと 「「BOXBOX型型 L2L2スイッチ」の検討完遂スイッチ」の検討完遂

本年度は、大型ルータや本年度は、大型ルータやL3L3スイッチの基準に取り組んでおり、現在はスイッチの基準に取り組んでおり、現在は20092009年夏の年夏の
制度化に向けて検討中。制度化に向けて検討中。

3出所：情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）資料



資料３ 排出量取引の国内統合市場の試験的実施について

4出所：環境省資料



資料４ グリーン購入法対象品目

（19分野、246品目（網かけ品目は2009年度に新たに加わるもの））

品目例分野
1 紙類 コピー用紙、印刷用紙

（計7品目） トイレットペーパー、ティッシュペーパー
2 文具類 シャープペンシル、ボールペン、鉛筆

（計82品目） 公印、ＯＡフィルター（枠あり）
事務用封筒（紙製）

3 オフィス家具 いす、机
（計10品目） ホワイトボード

4 Ｏ Ａ 機器 コピー機、、プリンタ、複合機
（計17品目） 電子計算機、ファクシミリ

5 移動電話 携帯電話
（計2品目） PHS

6 家電製品 電気冷蔵庫、電気冷凍庫
（計6品目） テレビジョン受信機

電子レンジ
7 エアコンディショナー等 エアコンディショナー

（計3品目） ガスヒートポンプ式冷暖房機、ストーブ
8 温水器等 ヒートポンプ式電気給湯器

（計4品目） ガス温水機器、石油温水機器
ガス調理機器

9 照明 蛍光灯照明器具
（計5品目） ＬＥＤ照明器具

蛍光ランプ
10 自動車等 自動車

（計5品目） ＥＴＣ対応車載器
カーナビゲーションシステム

11 消火器 消火器
12 制服・作業服 制服

（計2品目） 作業服
13 インテリア・寝装寝具 カーテン

（計10品目） 布製ブラインド
タフテッドカーペット、タイルカーペット
毛布、ふとん

14 作業手袋 作業手袋
15 その他繊維製品 集会用テント

（計3品目） ブルーシート
16 設備 太陽光発電システム、太陽熱利用システム

（計6品目） 燃料電池
生ゴミ処理機

17 防災備蓄用 ペットボトル飲料水
（計6品目） 乾パン

缶詰
18 公共工事 ＜資材＞再生骨材等、合板、変圧器

5

（計62品目） ＜建設機械＞排出ガス対策型建設機械、低騒音型建設機械
＜工法＞低品質土有効利用工法、コンクリート塊再生処理工法
＜目的物＞排水性舗装、屋上緑化

19 役務 印刷
（計14品目） 食堂

清掃
旅客輸送



資料５ 東京都によるCO2排出規制①

基準年度 2020年度
第１計画期間
（2010-2014年度)

第２計画期間
（2015-2019年度)

約
1270
万㌧

約300万㌧
約10%程度
削減

５年平均７%削減

約

万㌧

（既存事業所
全体の ５年平均約17%削減

（既存事業所の
排出上限約

970
万㌧

全体の
排出量）

年平均約 削減
（見通し）

排出上限
目標量）

約24%程度
削減

◆第１計画期間（2010-2014年度）を「大幅削減に向けた転換始動期」と位置づけ

◆第１計画期間終了時での必要な削減量（事業所全体で約10%程度削減）が確保さ
れるよう、第１計画期間の削減義務率を７%に設定
⇒ 全体として７%削減になるように、区分ごとの削減義務率を設定

6出所：東京都資料



資料６ 東京都によるCO2排出規制②

第１計画期間（2010 2014 年度）の削減義務率

区 分 削減義務率

オ ビ 等※1と地域冷暖房施設

第１計画期間（2010～2014 年度）の削減義務率

Ⅰ-1
オフィスビル等※1と地域冷暖房施設
（「区分Ⅰ-2」に該当するものを除く。）

８％

Ⅰ 2
区分Ⅰに該当するオフィスビル等※1のうち、

６％Ⅰ-2
区分 該当するオ ィ 等 うち、
地域冷暖房を多く利用している※2事業所

６％

Ⅱ 区分Ⅰ-1、Ⅰ-2以外の事業所（工場等※3） ６％

※１ オフィスビル、官公庁庁舎、商業施設、宿泊施設、教育施設、医療施設等
※２ 事業所の全エネルギー使用量に占める地域冷暖房から供給されるエネルギーの割合が20％以上
※３ 区分Ⅰ-1、区分Ⅰ-2以外の事業所（工場、上下水施設、廃棄物処理施設等）※３ 区分Ⅰ 1、区分Ⅰ 2以外の事業所（工場、上下水施設、廃棄物処理施設等）

優良特定地球温暖化対策事業所について
｢地球温暖化の対策の推進の程度が特に優れた事業所｣として、「知事が定める基準」に適合すると認めら

れたときは、当該事業所に適用する削減義務率を半減又は３/４に減

（「知事が定める基準」は2009年度中に決定）

7出所：東京都資料



資料７ 自主行動計画の進捗状況（2007年度実績）

団体名 目標指標 基準年度
目標
水準

2007年度実績
(基準年度比)

CO2排出量
(万t CO )

2006年度実績
(基準年度比)

中央環境審議会・産業構造
審議会合同会議資料（抜粋）

体 目標指標 準年度 水準 (基準年度比) (万t-CO2)

(社)電気通信事業者協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
契約数

1990 ▲30％ ▲38.5％※１,※３ 457.9

(社)テレコムサービス協会
電力消費量

エネルギー原単位＝ 2006 ▲１％ ▲0 5％ 7 79

(基準年度比)

▲38.5％※１

±０％※２
(社)テレコムサ ビス協会 エネルギ 原単位

売上高
2006 ▲１％ ▲0.5％ 7.79

(社)日本民間放送連盟
CO2排出量

CO2排出原単位＝
放送に関わる有形固定資産額

2004 ▲10％ ▲36.1％※４ 33.9

電力消費量
ギ 2006 6 2 3 18

▲43.5％

※２
(社)日本ケーブルテレビ連盟

費
エネルギー原単位＝

接続世帯数
2006 ▲６％ ▲6.2％ 3.18

(社)衛星放送協会
電力消費量

エネルギー原単位＝
床面積

2006 ▲10％ ▲0.7％ 0.56

CO 排出量

±０％※２

±０％※２

日本放送協会
CO２排出量

CO２排出原単位＝
有形固定資産総額

2006 ▲８％ 0.8％※５ 23.99 ±０％※２

※１：2006年度実績値報告の際に既に2007年度実績値の報告を行ったもの。 ※２：基準年度を2006年度としたため。

※３：電力消費量は増加傾向にあり、携帯電話、インターネット利用増大により目標水準を上回っているが、今後の電力消費量の増加と携帯電話の伸びの鈍化等を考慮すると厳
しい状況にある。

※４：アナログ・デジタルのサイマル放送を実施したことによるCO2排出量の増加が認められるものの、各社ともデジタル用放送設備の追加・更新、更に中継局の建設等が集中し
たことにより、分母となる有形固定資産額が突出したことが要因であり、今後、設備投資がピークを越えたことで設備投資の減少が見込まれるため、楽観できない。

※５：2007年4月の統一地方選、7月の参院選の実施による選挙関連放送の安定確保のため、万一に備えた自家発電装置稼働による燃料使用量の増加等の特殊要因が主因。

○（社）テレ ムサ ビス協会 （社）日本ケ ブルテレビ連盟 （社）衛星放送協会は 概ね順調な取組であり 今後 その確実

対策・施策の進捗状況に対する評価

○（社）テレコムサービス協会、（社）日本ケーブルテレビ連盟、（社）衛星放送協会は、概ね順調な取組であり、今後、その確実
な目標に向けた取組の推進を期待。

○（社）電気通信事業者協会、（社）日本民間放送連盟は、目標指標の原単位が2007年度実績において目標水準を大きく上
回ってるが、2012年度までのサービス提供のトレンドから、原単位の上昇が予想される。今後、更なる検証、継続した取組が
必要

8

必要。
○日本放送協会は、特殊要因を除けばほぼ横ばい。協会では更なる取組として、数値目標を導入した「日本放送協会環境自

主行動計画」を2008年1月に新たに策定し、省エネ技術、代替エネルギーの導入、エネルギー節減運動等の一層の推進を
行っている。 8



資料8‐1 地球温暖化問題への対応に向けたICT政策に関する研究会①

１ 地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会

ＩＣＴと地球温暖化問題との関係を定量的に分析するとともに、地球温暖化問題への対応に資するＩＣ

Ｔの推進方策等について検討。

・ 座 長：月尾嘉男東京大学名誉教授

１ 地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会

・ 座 長：月尾嘉男東京大学名誉教授

・ 開催期間：2007年９月～2008年４月

21世紀の年平均気温の上昇
（1980～1999年との比較）

北海道洞爺湖サミット
（2008年７月７～９日）

ICT機器の使用により

２ 地球温暖化問題とＩＣＴ

・ICT機器の使用により、

CO2を排出。

・他方、ICTを利活用すること

により 様々な分野のCO2により、様々な分野のCO2

排出削減に貢献。

例） テレワークにより通勤不要

ＩＴＳにより渋滞削減 等

9



資料8‐2 地球温暖化問題への対応に向けたICT政策に関する研究会②（報告）

１ 2012年までのICT分野全体のCO 排出量とCO 排出削減効果を試算

2.2 2.3 2.4 

2.0 

3.0 

1
9

Ｃ
Ｏ

2.3％2.2％ 2.4％

＜研究会試算結果＞

ICTによる
CO２排出削減量

ICT利活用による
CO２排出削減効果量

ICT機器等の使用によ
るCO２排出量

＝ －

１． 2012年までのICT分野全体のCO2排出量とCO2排出削減効果を試算。

0.0 

1.0 

2006年度 2010年度 2012年度

9
9
0
年
度
の
日
本

Ｏ
2
総
排
出
量
に

3000万トン

差し引きトータルの
ＩＣＴによるＣＯ 排出削減量

ＩＣＴ機器等の使用によるＣＯ２排出量

CO２排出
量を試算

ICT利活用によるCO2排出削減効果が、ICT機器等の

使用によるCO2排出量を大きく上回り、2012年において、

日本の1990年度のCO 総排出量の３％分の削減に貢

2.5
-3.0 

-2.0 

-1.0 本
の

対
す
る
割
合
（
％
）

6800万トン

ＩＣＴによるＣＯ２排出削減量
3800万トン（3.0%）

2.5％

ＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果

日本の1990年度のCO2総排出量の３％分の削減に貢

献。

5.0
5.4

-6.0 

-5.0 

-4.0 

CO2排出量（放送＋通信）

CO2削減量 5.0％
5.4％

２． 推進方策 様々な分野のICT利活用を進め、地球温暖化問題へ貢献

（１） 「経済成長と利便性の向上を追求しつつ、地球温暖化問題に貢献できるICT」というコンセプトを国内外へ積極的

に発信

（２） 様々な社会システムのより一層のICT化、ICT利活用による低炭素型都市モデル構築の促進

（３） ICTによるCO 排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し 標準化を進める

10

（３） ICTによるCO2排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し、標準化を進める

（４） データセンタ、ASP・SaaSにおける環境配慮対策、ICTによる 「見える化」等、企業・家庭の取組みの促進
（５） 研究開発の推進



資料９ NTTグループの環境負荷軽減の取組方針

出所：日本電信電話（株）資料出所：日本電信電話（株）資料

11



資料10 KDDIの環境負荷軽減の取組方針

KDDI環境憲章 基本理念（2003年3月制定）

KDDIグループは、かけがえのない地球を次の世代に引き継ぐことがKDDIグル プは、かけがえのない地球を次の世代に引き継ぐことが
できるよう、地球環境保護を推進することがグローバル企業としての
重要な責務であるととらえ、環境に配慮した積極的な取り組みを、
会社全体で続けていきます会社全体で続けていきます。

具体的な活動
 社内に環境ISOに準拠した環境マネジメント体制を構築

国内全拠点 （拠点） 子会社 社 海外 社 認証取得国内全拠点127（拠点）、子会社21社、海外１社でISO14001認証取得
 主な活動 ・・・ 当社の事業活動が地球に及ぼす影響を評価し決定

①省エネルギー対策（事業用設備、ICT利活用による省エネ推進、オフィスの
省エネ活動）

②資源の有効利用・廃棄物削減等の活動を推進

⇒携帯電話 事業用設備リサイクル

12

⇒携帯電話、事業用設備リサイクル

出所：KDDI（株）資料



資料11 ソフトバンクグループの環境負荷軽減の取組方針

2. 低消費電力機器等の導入推進1. 自主的取組への参加者の拡大・目標の設定

①自主的取組への参加者の拡大

社内体制の変更
① 新規調達及び設備更改時における開発部門及

現状

・ネットワークセンター

新体制

・全社体制への変更
・全事業所への拡大

① 新規調達及び設備更改時における開発部門及
び購買部門でのグリーン調達をルール化する。

・事業所（本社・部門）
でのISO14001（EMS）認証

・各事業所での個別対応

・経営トップを頂点と
した推進体制の構築

・各部門の目標設定

② 全社的なエコ活動の浸透と啓蒙活動。

・エネルギー管理士、管理員研修への参加。

・ISO１４００１内部監査員研修への参加

②目標の設定

・ISO１４００１内部監査員研修への参加。

・条例等の省エネ説明会への参加。

2007年度実績： 99万トン対前年度 ６％増加
SBM,SBTM,SBBの３社合計

2008年度に対して2011年度
の想定されるエネルギーを

17％削減する。

13
出所：ソフトバンクモバイル（株）資料



資料12 NTTグループの取組目標

14
出所：日本電信電話（株）資料



資料13 NTTドコモの取組目標

15
出所：（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ資料



資料14 KDDIの取組目標

2011年度に想定される ネルギ 使用量を16%(5 2 億kWh) 削減し2011年度に想定されるエネルギー使用量を16%(5.2 億kWh) 削減し、
CO2排出量を152万t-CO2(27.4億kWh)とする。

 光ファイバー回線を用いたブロードバンドサービス「ひかりone」
のサービス提供に必要な電力の一部に、自然エネルギー由来
である「グリーン電力」を2009年1月1日 より導入。 ［グリーンパワーマーク］

 川辺木質バイオマス発電所 (岐阜県) 等において生成される年間100万kWh分の環境
価値を グ 電力証書と 購

主な対策
(a) エネルギー消費効率の優れた機器の導入

(b) 既存設備の更新・改善・制御、エネルギー管理体制整備

CO2の排出を年間で555トン削減する効果

( )
価値を、グリーン電力証書として購入。

(b) 既存設備の更新 改善 制御、エネルギ 管理体制整備

億kWh ＜エネルギー使用量＞

32

億
27

対策を行わな
か た場合

-16％(-5.2 億kWh)

デ

15

かった場合

(a)の対策を
行った場合

(a)+(b)の対策

27.4 億kWh
≒152万t-CO2

※ CO2換算係数として環境省が定めるデフォルト値0.555kg-CO2/kWh、スギの
CO2吸収量として14kg/年、ユーカリのCO2吸収量として9.25kg/年を使用。

2005 2011 を行った場合

16
出所：KDDI（株）資料



資料15 NTTグループの調達基準（グリーン調達ガイドライン）

17
出所：日本電信電話（株）資料



資料16 NTTグループのグリーン電力の活用

出所：日本電信電話（株）資料
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資料17 KDDIのグリーン電力の活用

グリーン電力の見える化の推進 グリーン電力購入

 光ファイバー回線を用いたブ
ロードバンドサービス「ひかり
one」のサービス提供に必要な電
力の一部に 自然エネルギー由 ［グリーンパ

■グリーン電力の利用拡大

・ 非資源国である日本が持続可能な成長をするためにグ非資源国である日本が持続可能な成長をするためにグ
リーン電力の推進は必要不可欠。リーン電力の推進は必要不可欠。

■グリーン電力の利用拡大

・ 非資源国である日本が持続可能な成長をするためにグ非資源国である日本が持続可能な成長をするためにグ
リーン電力の推進は必要不可欠。リーン電力の推進は必要不可欠。 力の 部に、自然エネルギ 由

来である「グリーン電力」を2009
年1月1日 より導入。

［グリーンパ
ワーマーク］

 川辺木質バイオマス発電所 (岐阜県) 等にお
いて生成される年間100万kWh分の環境価

リ ン電力の推進は必要不可欠。リ ン電力の推進は必要不可欠。

しかし、

・ 投資回収に20年前後の期間を要する太陽光パネル等
グリーン電力の導入は負担が大きいグリーン電力の導入は負担が大きい。

リ ン電力の推進は必要不可欠。リ ン電力の推進は必要不可欠。

しかし、

・ 投資回収に20年前後の期間を要する太陽光パネル等
グリーン電力の導入は負担が大きいグリーン電力の導入は負担が大きい。

CO2の排出を年間で555トン削減

いて生成される年間100万kWh分の環境価
値を、グリーン電力証書として購入。→ グリーン電力普及促進のためには、税制優遇やグリーン電力普及促進のためには、税制優遇や

補助の仕組み等の支援が有効補助の仕組み等の支援が有効

・ グリーン電力購入の取組も一部で進めているが、買い買い
たくても買えない状況たくても買えない状況がある

→ グリーン電力普及促進のためには、税制優遇やグリーン電力普及促進のためには、税制優遇や
補助の仕組み等の支援が有効補助の仕組み等の支援が有効

・ グリーン電力購入の取組も一部で進めているが、買い買い
たくても買えない状況たくても買えない状況がある CO2の排出を年間で555トン削減

する効果
たくても買えない状況たくても買えない状況がある。

→ グリーン電力を作る人を支援するしくみが必要グリーン電力を作る人を支援するしくみが必要

たくても買えない状況たくても買えない状況がある。

→ グリーン電力を作る人を支援するしくみが必要グリーン電力を作る人を支援するしくみが必要

■CO2削減の「見える化」の推進■CO2削減の「見える化」の推進■CO2削減の 見える化」の推進

・ 低消費電力機器（データセンター含む）の導入推進

低環境負荷を重要な調達指標と位置づけ、他の指標（サービス
品質、コスト）と併せ総合的に判断し調達機器を決定する。また、
機器 性能 評価指標に は 広く セ サ とれた基

■CO2削減の 見える化」の推進

・ 低消費電力機器（データセンター含む）の導入推進

低環境負荷を重要な調達指標と位置づけ、他の指標（サービス
品質、コスト）と併せ総合的に判断し調達機器を決定する。また、
機器 性能 評価指標に は 広く セ サ とれた基機器の性能の評価指標については、広くコンセンサスのとれた基
準を採用する。

・ 「見える化」の取組

外部評価を可能とする手段として、CO2排出量のライフ

機器の性能の評価指標については、広くコンセンサスのとれた基
準を採用する。

・ 「見える化」の取組

外部評価を可能とする手段として、CO2排出量のライフ

19

※ CO2換算係数として環境省が定めるデフォルト値0.555kg-CO2/kWh、
スギのCO2吸収量として14kg/年、ユーカリのCO2吸収量として
9.25kg/年を使用。

出所：KDDI（株）資料

外部評価を可能とする手段として、CO 排出量のライフ
サイクルでの評価（LCA）を検討中。

ただし、端末・機器メーカーの協力的な情報開示が必要。

外部評価を可能とする手段として、CO 排出量のライフ
サイクルでの評価（LCA）を検討中。

ただし、端末・機器メーカーの協力的な情報開示が必要。



資料18 ソフトバンクグループの可視化とグリーン電力の活用

取組 効果 可視化取組 効果 可視化

① 全ての事業場での環境影響（CO2排出量換算）を把握し、

取組の効果の可視化取組の効果の可視化

事業場単位での環境影響を確認できる仕組み作りの推進。
（社内のデータ可視化で、社員の取り組みへのモチベーションを向上）

② Ｃ 等 組 事例 境影響② ＣＳＲｒｅｐｏｒｔやＨＰ等での取り組みの事例と環境影響
（CO2排出量換算）の一般公開を定期的に行う事を検討。

グリーン電力の利用拡大グリーン電力の利用拡大

① 基地局等への太陽電池発電設置の拡大検討① 基地局等への太陽電池発電設置の拡大検討
と大規模機器室へのコージェネシステムの
導入検討。

② 電力供給会社と連携した風力 地熱 その② 電力供給会社と連携した風力、地熱、その
他のグリーン電力の検討。

20
出所：ソフトバンクモバイル（株）資料



資料19 電気通信事業者におけるその他の取組①

21出所：日本電信電話（株）資料



資料20 電気通信事業者におけるその他の取組②

移動体基地局向け次世代電池システムの開発

27V27V系系 鉛電池システム鉛電池システム (2000Ah)(2000Ah) 27V27V系系 LiLi--ion ion 電池システム電池システム (1750Ah)(1750Ah)

移動体基地局向け次世代電池システムの開発

セル単体容積:

セル重量:
58kg

モジュール重量:
17kg

総重量:1500kg 総重量:600kg

セル単体容積:
23.3ℓ

287x165x493(mm)

モジュール容積:
13.2ℓ

160x220x375(mm)

総重量 500 g
＠58kg×26

総容積:0.6m3

＠23.3ℓ×26

総重量:600kg
＠17kg×35

総容積:0.46m3

＠13.2×35

Li-ion電池のメリット(vs. 鉛電池)
軽量化 ： 1/3～1/2軽量化 ： 1/3 1/2 
小型化 ： 1/2～3/4
環境負荷が小さい（鉛等の環境規制物質を含まず）
優れた充放電特性

22出所：KDDI（株）資料

優れた充放電特性
大電流放電における容量低下が小さい
低温時の容量低下が小さい

⇒ 電池容量を小さく設計することが可能



資料21 ネットワーク機器の電力消費量

通信ト ク 急速な増加（190倍@2025年）により通信トラフィックの急速な増加（190倍@2025年）により、
ネットワーク機器の電力消費量は2025年に現在の13倍に増加

今後はネットワーク機器の省エネ化が重要課題今後はネットワーク機器の省エネ化が重要課題

3000
ＩＴ各機器の電力消費量

2500

3000

W
h
）

1500

2000

量
（
億
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W

ネットワーク機器
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1500

電
力

消
費
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ディスプレイ

倍
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0

500電

サーバ、ストレージ

ＰＣ

2.5倍

23出所：情報通信ネットワーク産業協会資料

2006 2025
出典： 経済産業省資料「グリーンＩＴの推進」 2008/2

ＰＣ



資料22 機器の省エネ化①

24出所：日本電信電話（株）資料



資料23 機器の省エネ化②

ライフサイクル全体での製品設計

省資源

適正回収
使用流通生産素材

製品名 消費電力( kwh/年) 低減率
NO. 従来機種 開発品 (%)

1 PHS基地局 1,489 26 98%

ライフサイクル全体での製品設計

適正
処理

再使用・再利用

回収
分解

使用流通生産素材 2 EV-DO 33,580 31,025 8%

3 BOADM 1,533 1,314 14%

4 ＩＰ－ＰＢＸ 3,942 1,577 60%

5 ＩＰ－ＰＢＸ 8,073 5,211 35%

環境適合設計アセスメント

減量化、長期使用性、再生資源化、分解処理容

易性 環境保全 省ｴﾈﾙｷﾞｰ性 情報提供 包装材

6 ＩＰ－ＰＢＸ 40,909 40,252 2%

7 ＶｏＩＰゲートウェイ 187 131 30%

新製品の消費電力低減目標：３０％以上

キャリア向け装置

基準装置名(Q ADP) 開発装置名(AMN906 G)

易性、環境保全 省ｴﾈﾙｷ ｰ性 情報提供、包装材 新製品の消費電力低減目標：３０％以上

基準装置名(QosADP)

・低電圧LSI使用により
59%省エネ化

開発装置名(AMN906-G)

59%省エネ化

・実装密度向上により
重量30%以下に低減。

・製品容積の低減により

25出所：（株）日立コミュニケーションテクノロジー資料

製品容積の低減により
梱包材を低減。

CO2排出量 59％削減



資料24 機器の省エネ化③

省電力サーバ ECO CENTER

►1キャビネットに最大５１２コアのサーバリソースを搭載可能
►データセンターの設置環境にあわせて省電力/省スペース/超軽量サーバ

省電力サ バ ECO CENTER

►デ タセンタ の設置環境にあわせて省電力/省ス ス/超軽量サ
►仮想化技術と組み合わせて最適省電力運用が可能

特長① 特長②

省電力 ：
-最新省電力テクノロジーの採用

特長①

省スペース/軽量化
-高密度実装設計
キ ビネ ト全体で軽量化を実現-効率89%の高効率電源採用

-冷却効率アップによる冷却FAN
消費電力の削減

-キャビネット全体で軽量化を実現
軽量化設計/軽量部材使用

消費電力：最大５５%削減
設置面積：５０%削減

重量 ：５８%削減

特長③

消費電力：最大５５%削減 重量 ：５８%削減

仮想化を活用したプラットフォーム運用最適化
-最適ハードウェア構成+仮想化を活用し
消費電力の最小化を実現

-VMware(R) ESX 3.5
-Citrix XenServer Enterprise Edition

26出所：日本電気（株）資料

© NEC Corporation 2008

消費電力の最小化を実現 -Citrix XenServer Enterprise Edition
（サポート予定)



資料25 機器の省エネ化④

機器単体の省エネ事例

日立Gr環境適合設計アセスメント指針
・既存の類似機種との比較

機器単体の省エネ事例

既存の類似機種との比較
・製品設計時点での作り込みと結果のフィードバック実施
・省エネルギーの他、再生資源化、分解/処理容易性、省資源他を評価

・低消費電力部品の採用 ／ 低動作モードの設計
・電源オフ動作設計 ／ 回路削減 ／ 部品点数削減 ｅｔｃ

・機能UP
・小型化etc

従来機種 新規機種
外形寸法
W*H*D（C ） 120*178*50 70*100*60

・移動体基地局装置事例
従来機種 新規機種

外形寸法
W*H*D（C ） 595*1800*600 595*2000*600

・光クロスコネクト装置事例

W*H*D（Cm）

製品重量
Ｋｇ

120 178 50 70 100 60

448 184

能力比
バンド/FA ＊１）

1
1ﾊﾞﾝﾄﾞ/2FA

2
1ﾊﾞﾝﾄﾞ/4FA

W*H*D（Cm）

製品重量
Ｋｇ

595 1800 600 595 2000 600

214 230

波長多重数 最大３２波長 最大３２波長

消費電力
KWｈ/年

梱包質量
Ｋｇ

稼 動

33,580 8,577(-75%)

519 204

365日/24H ←

消費電力
KWｈ/日

梱包質量
Ｋｇ

稼 動

1,533 1,314(-14%)

224 240

365日/24H ←

27

製品化時期

/

2003/11 2007/9

＊）バンド：対応周波数帯の数 FA：可能周波数の数

製品化時期

/

2005/8 2006/8

出所：（株）日立コミュニケーションテクノロジー資料



資料26 機器の省エネ化⑤

28出所：富士通（株）資料



資料27 光接続、IP接続による省エネ化

出所 日本電信電話（株）資料出所：日本電信電話（株）資料

29



資料28 ネットワーク機器の機能・運用面における省エネ化①

30出所：日本電信電話（株）資料



資料29 ネットワーク機器の機能・運用面における省エネ化②

「省エネ機能付きレイヤ２スイッチ」

QX-S600シリーズQX-S600シリーズ

「省エネ機能付きレイヤ２スイッチ」

不要な電力消費を徹底的に排除しました。不要な電力消費を徹底的に排除しました。

ECOモード切替スイッチと
LED VIEWボタン
（押した時だけLEDが点灯）

独自の省エネ機能で最大限のエコ対応

 般モ ドに加え 更なる低消費電力（CO2（押した時だけLEDが点灯）  一般モードに加え、更なる低消費電力（CO2
排出量削減）を実現する「ECOモード」を搭載！

 未使用ポートへの電力供給STOP
（一般モード＆ECOモード）（ 般モ ド＆ECOモ ド）

 ポートLEDの消灯（ECOモード）

 イーサネットケーブル長を50mまでに制限する
ことにより、そのポートへの供給電力をことにより、そのポ ト の供給電力を
低減（ECOモード）

 電源まわりの改善、省エネチップの採用による
低消費電力化の追求

QX-S608
QX-S616

31出所：日本電気（株）資料

Q
QX-S624



資料30 端末PCにおける省エネ化①

パソコンの環境配慮事例パソコンの環境配慮事例

[製品]

等

エコボタン搭載ノートＰＣ
「Versa Pro タイプＶＥ」

→ ボタン一発、約２０％の省電力化

[出荷] 出荷時の輝度設定６０％等

ECOボタン

[出荷] 出荷時の輝度設定６０％等

[使用中] 消費電力自動制御システム

※環境省「地球温暖化対策技術開発事業」により開発中

[使用後] 回収 リサイクル 再資源化[使用後] 回収・リサイクル→再資源化

買取→再生→『リフレッシュＰＣ』販売
２００３年～

出荷台数１０万台以上

32出所：日本電気（株）資料



資料31 端末PCにおける省エネ化②

33
出所：インテル（株）資料



資料32 屋外対応小型基地局

①①①①エアコンレス型基地局の実現エアコンレス型基地局の実現
・ BBU(Base Band Unit)、RRH(Remote Radio Head)ともに屋外設置を可能とし、空調設備を不要

とすることで、CAPEX/OPEXの低減

②消費電力の低減②消費電力の低減
・ システムトータルで従来基地局より電力消費を低減（約40%改善）

③小型軽量化③小型軽量化③小型軽量化③小型軽量化
・ BBU、RRH分離型構成とし、省スペースで設置が可能。
・ システムトータル（BBU1台、RRH3台）で、従来基地局比約50%低減を実現

④装置騒音の低減④装置騒音の低減④装置騒音の低減④装置騒音の低減
・ 基地局の周囲環境に配慮。
・ ファンレス型とし、45dBA以下を実現。

34

RRH BBU
出所：KDDI（株）資料



資料33 PHSにおける省電力化技術①

アダプティブアレーアンテナ（スマートアンテナ）

小さな出力のまま通信距離の拡大を実現

・多素子アンテナにより電波の指向性を制御

・必要な方向のみに電波エネルギーを集中させ出力を
節約
・受信感度の大幅向上

４本ﾀﾞｲﾊﾞｼﾃｨ受信
(最大比合成）

４本ｱﾀﾞﾌﾟﾃｨﾌﾞｱﾚｰ
（最適合成受信）

８本ｱﾀﾞﾌﾟﾃｨﾌﾞｱﾚｰ
（最適合成受信）

小さな出力のまま通信距離の拡大を実現

約500m 約1km 2～3km ・次世代PHSはPHS技術の長所を活かしたワイヤレスブロードバンドシステム
・現行PHSの設置場所をそのまま共用利用して小電力システムを実現

次世代PHS
出所：（株）ウィルコム資料

10mW 半径５００ｍ １Ｋｍ ２Ｋｍ

NTT交換局

次世代ＰＨＳ

現行PHSの設置場所をそのまま共用利用して小電力システムを実現
・アダプティブアレー技術も踏襲し、さらなる効率化を実現

ＮＴＴ網
光回線

次世代ＰＨＳ
無線装置の追加

アンテナ共用

ＩＰ網光回線

次世代ＰＨＳ
無線装置の追加

ビットあたりの
消費電力も

35

無線装置の追加

最高20Mｂｐｓ超

消費電力も
格段に削減



資料34 PHSにおける省電力化技術②

当社のＰＨＳシステムのパケット設備、認証設備の設備更改による省電力効果

※更改前（２００４年）を基準とした更改後（２００９年）

処理能力 ２０倍

パケット設備 １／１００

消費電力 １／５

ケッ 設備 １／１００

処理能力 変わらず

認証設備 １／１０

消費電力 １／１０

36
出所：（株）ウィルコム資料



資料35 データセンターのエネルギー効率（PUE）

37
出所：日本電信電話（株）資料



資料36 PUEの算出方法

標準指標としてのＰＵＥ標準指標としてのＰＵＥ標準指標としてのＰＵＥ標準指標としてのＰＵＥ
共通評価指標とする場合の留意点

– ＰＵＥ値のみでは効率性に影響を与える要因の分析・改善につながらない

– 消費電力の具体的な測定方法・測定ポイントの標準化・共通化が必要

– データセンター事業者が単独では改善できない要素もある

信頼性の確保が指標に悪影響を及ぼすケ スがある– 信頼性の確保が指標に悪影響を及ぼすケースがある

– 「ＩＣＴ機器の消費電力」が演算処理を効率的に行っているかは疑問

– データセンターの稼働率（稼動サーバー数）によって数値が大きく変わる

構成要素の明確化・細分化

– ＰＵＥをＰＬＦ（電力負荷率） ＣＬＦ（冷却負荷率） ＩＬＦ（ＩＴ負荷率）に細分化しＰＵＥをＰＬＦ（電力負荷率）、ＣＬＦ（冷却負荷率）、ＩＬＦ（ＩＴ負荷率）に細分化し、
問題点の分析把握・改善につなげる

信頼性評価のための補正：ＵＰＳ冗長の場合、信頼性を反映できるようにする

働率 補データセンター稼働率の補正

– 稼働率を考慮しない評価値として、稼働率１００％の理論値算出

38
出所：NPO法人ASP・SaaSインダストリーコンソーシアム資料

上記を勘案した「ＰＵＥ算出の標準化ガイドライン」をＡＳＰＩＣとして提言



資料37 直流給電／高電圧化による省電力化

39出所：日本電信電話（株）資料



資料38 高電圧直流給電方式

出所：日本電信電話（株）資料

40



資料39 NTTグループにおける高電圧直流給電の導入方針

41出所：日本電信電話（株）資料



資料40 サーバ用空調・電力設備の省エネルギー化実用化検証（NTTドコモ）

42
出所：（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ資料



資料41 高効率空調機とアイルキャッピング

43出所：日本電信電話（株）資料



資料42 仮想化技術による空間及び電力の削減効果

44
出所：日本電信電話（株）資料



資料43 ネットワークセンターの省エネ設備導入事例

例）①高効率電源設備（UPS）
・変換効率を向上（85%⇒89%）

① 高効率電源設備の採用

② 高効率空調機の採用

③ 搬送用ポンプのインバータ制御③ 搬送用ポンプのインバ タ制御

④ 高効率冷凍機の採用

⑤ フリークーリングシステムの採用

⑥ 高効率照明設備 採用⑥ 高効率照明設備の採用

⑦ 人感センサー、調光設備の採用

⑧ 建物の高断熱構造

例）②高効率空調機
プラグファン採用、インバータ制御例）⑧建物の高断熱構造

⑧ 建物の高断熱構造

・20～30%の消費電力削減・直射日光等の屋外熱負荷の軽減

45出所：（株）ＫＤＤＩ資料



資料44 データセンターの省電力化①

「REAL IT COOL PROJECT」

お客様のＩＴ環境の省電力化を実現する技術 製品

「REAL IT COOL PROJECT」
グリーンＩＴへの対応

お客様のＩＴ環境の省電力化を実現する技術・製品
・サービスの開発・提供を推進する計画と活動

省電力プラットフォーム 省電力制御ソフトウェア
先進の省電力テクノロジー

を採用したサーバ・ストレージ

ＩＴ機器の省電力機能を制御し

電力削減を実現するを採用したサ バ ストレ ジ

製品の提供。

電力削減を実現する

ソフトウェア製品の提供。

ＩＴ機器の冷却設備や電源設備
などファシリティの効率運用で

省電力を実現するサ ビスの提供

省電力ファシリティサービス

省電力を実現するサービスの提供。

2012年までにお客様のＩＴプラットフォームが消費する電力を年間50%、

46

2012年までにお客様のＩＴプラットフォ ムが消費する電力を年間50%、
ＩＴ機器のＣＯ２排出量を累計で約91万トン削減することを目指す

出所：日本電気（株）資料



資料45 データセンターの省電力化②

５年間でデータセンタの全体消費電力を最大５０％削減

Ｈａｒｍｏｎｉｏｕｓ Ｇｒｅｅｎプラン

IT機器の省電力化計画 データセンタ全体の省電力化

ＣｏｏｌＣｅｎｔｅｒ５０

各種 提供
消費電力(%) その他照明等

熱解析ソリューション

各種ソリューションの提供

60

80

100
２０%減

５０%減

消費電力(%) その他照明等

電源関連

空調

IT機器

20

40

60 ５０%減

47

0
現状

（２００７年）
設備環境改善

最適化
（２０１２年）

出所：（株）日立コミュニケーションテクノロジー資料



資料46 データセンターの省電力化③

48出所：富士通（株）資料



資料47 データセンターの省電力化④

49出所：富士通（株）資料



資料48 システム視点でのCO2削減①

「シンクライアント （ＶＰＣＣ）「シンクライアント」（ＶＰＣＣ）

従来ＰＣと比較して 年間電力消費量 最大６２％削減従来ＰＣと比較して、年間電力消費量 最大６２％削減

１,５００台構成なら年間最大 ５６ｔ 削減
（東京ドーム１個分以上の森林のＣＯ２吸収量に相当）

25 000

30,000
シンクライアント

「ＵＳ１１０
ＬＣＤＬＣＤ

27,624kWh* 62
%

15,000

20,000

25,000「ＵＳ１１０」
ＬＣＤＬＣＤ %

削
減

5,000

10,000

15,000

Ｐ ＣＰ Ｃ

サーバサーバ

10,473kWh**

ＬＣＤＬＣＤ

0
ＶＰＣＣＶＰＣＣ

＊200台のＰＣ、200台のＬＣＤの合計消費電力. 

＊＊200台のＵＳ１１０、サーバ（ＱＣ）4台、200台ＬＣＤの合計消費電力

いずれも年間合計消費電力量（8時間/日 247日/年利用）

50出所：日本電気（株）資料

© NEC Corporation 2008

いずれも年間合計消費電力量（8時間/日、247日/年利用）



資料49 システム視点でのCO2削減②

CO2削減への方向性 ／省ｴﾈ指標CO2削減への方向性 ／省ｴﾈ指標
・システム視点でのCO2削減

適 構成（ ）(1)移動体基地局装置
・最適冗長系（スタンバイ）構成技術の適用（図A）

(2)光クロスコネクト装置
現
用
系

予
備
系

現
用
系

現
用
系

予
備
系

予
備
系

(a)N対N方式

最適冗長構成（図A）

(2)光クロスコネクト装置
・光中継器（光アンプ）の適用（図B）
⇒電気中継器：波長毎に必要

光中継器（光アンプ）： 括光増幅が可能

系
１

系
１

系
２

系
３

系
２

系
３

現
用

予
備

現
用

現
用

(b)N対１方式

・省エネ指標（機器単体）

光中継器（光アンプ）：一括光増幅が可能 用
系
１

備
系R

用
系
２

用
系
３

光中継器の光化(図B)省 ネ指標（機器単体）

(1)通信インフラ設備開発の状況
・加速度的な技術進展／機能追加
波長当りのビ トレ ト増加が進展

(a)電気中継器

光中継 光化(図 )

λ1～λ4

中継器

中継器

中継器

λ1

λ2

λ3

光ﾌｧｲﾊﾞ 光ﾌｧｲﾊﾞ消費電力
増加要因・波長当りのビットレート増加が進展

(2)省エネ指標 ： 効率指標が適当
ex） ★消費電力（W）/提供ユーザー数（人）

(b)光中継器

中継器λ4

光ﾌ ｲ ﾞ

一括増幅

λ1～λ4

増加要因

51
出所：（株）日立コミュニケーションテクノロジー資料

ex） ★消費電力（W）/提供 ザ 数（人）
★消費電力（W）/提供伝送速度（ﾋﾞｯﾄ/秒） λ1～λ4

光中継器
(光ｱﾝﾌﾟ)

光ﾌｧｲﾊﾞ 光ﾌｧｲﾊﾞ



資料50 パケット複合機によるシステムの統合

52
出所：富士通（株）資料



資料51 研究開発事例案①（仮想化技術の今後の方向性）

53出所：日本電信電話（株）資料



資料52 研究開発事例案②（電力供給の平準化）

54
出所：ＫＤＤＩ（株）資料



資料53 研究開発事例案③（「見える化」技術）

●Zi B との連携による「見える化 技術●ZigBeeとの連携による「見える化」技術

 ネットワーク環境がない場所でのセンシングデータをネットワーク上のサーバ
と連動可能とするために、移動網を介してZigBeeネットワークとインターネットと連動可能とするために、移動網を介してZigBeeネットワ クとインタ ネット
を、即興的に相互接続する。

 活用例

が ケータイの電波が届かない場所（トンネル内や森林等）でも、CO2や温度、電力等
のセンシングデータの取得や、SMS (Short Message Service)等のアプリケーシ
ョンが利用できる。

•CO2センサー
電力センサ

インターネット

ZigBee内蔵端末

(1)ZigBeeでデータ送信
(2)データ送信

(3)ケータイ網経由で
データをサーバに格納

タ 網

•電力センサー
等

サーバ
ZigBeeネットワーク

ケータイ網

55出所：ＫＤＤＩ（株）資料

サ バ



資料54 研究開発事例案④（次世代データセンター）

56出所：ＫＤＤＩ（株）資料



資料55 研究開発事例案⑤（全光ネットワーク）

57出所：ＫＤＤＩ（株）資料



資料56 ICTを活用したCO2削減事例①

58
出所：（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ資料



資料57 ICTを活用したCO2削減事例②

59
出所：日本アイ・ビー・エム（株）資料



資料58 ICTを活用したCO2の排出削減の推進

60出所：NTTデータCSR報告書2008



資料59 ICTの環境負荷低減効果の評価指標の必要性

ICTのエネルギー
消費削減量 ＝

ICT利活用による
エネルギー

消費削減効果量

ICT自体の
エネルギー消費量－

ICT利活用による効果例

必要性
これまで、各企業等が独
自の手法により削減効

算

評価指標を標準化することに
より、削減効果量の公平性、透

性 確保

必要性

61出所：ＫＤＤＩ（株）資料

果量を算出 明性を確保



資料60‐1 ICT装置・機器等に関する既存の省エネ性能基準の例①

１ 機器を調達する際の評価式 （参考例）機器を調達する際 評価式 （参考例）

装置例
【参考】
評価式

出典元
【参考】

現在の出典元の基準値
備考

ROADM TEEER=-Log（Ptotal／T）注1 ベライゾン ≧7.54 T:最大スループット

OLT注2 TEEER （N／Ptotal）＋1注1 ベライゾン ≧2 50 N アクセスライン数OLT注2 TEEER=（N／Ptotal）＋1注1 ベライゾン ≧2.50 N：アクセスライン数

OLT注2 P CoC, EU注3 3-38 P：消費電力（W) ＊BBエンドユー
ザー

DSLAM TEEER=（N／Ptotal）＋1注1 ベライゾン ≧2.50 N：アクセスライン数

エッジスイッチ TEEER=-Log（Ptotal/最大転送容量）注1 ベライゾン ≧7.67g

L2スイッチ
（シャーシ型）

検討中 ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 検討中

L2スイッチ
（ボックス型）

E=（（αn・X+βn）+Pn）/T ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 管理機能の有無に応じて分類。目標年度
に出荷する装置について、エネルギー効
率を出荷台数で加重平均した値が下回ら
ないようにする。

E：エネルギー効率、 αn：ポートあたり
の消費電力
βn：固定消費電力、 X：回線速度毎
のポート数
P P Eの消費電力加算分Pn：PoEの消費電力加算分

コアルータ TEEER=-Log（Ptotal/最大転送容量）注1 ベライゾン ≧7.67

大型ルータ
/L3スイッチ

検討中 ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 検討中

小型ルータ
（VPN機能無）

E = P ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 WAN側のインターフェース（イーサーネッ
ト ADSL）とLAN側のインタ フ ス

P：消費電力（W)
（VPN機能無） ト、ADSL）とLAN側のインターフェース

（イーサーネット、VoIP、無線）ごとに分類。
4.0～8.8

小型ルータ
（VPN機能有）

検討中 ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 検討中

エッジルータ TEEER=-Log（Ptotal/最大転送容量）注1 ベライゾン ≧7.67 Verizon区分では交換機 /スイッチ /
ルータル タ

DSLルータ注5 P CoC, EU注3 ブロードバンドの組み合わせ、評価時期
(2009-2011)に応じて基準となる消費電
力量を設定している。基準には、低消費
電力と定常状態の２種類が設けられてい
る。

P：消費電力（W)
DSLモデム

ケーブルモデム

PLCモデム

スモールハブ

62

スモ ルハブ

WLANアクセスポイント

WiMAX
ホームゲートウェイ



資料60‐2 ICT装置・機器等に関する既存の省エネ性能基準の例②

装置例 【参考】
評価式

出典元 【参考】
現在の出典元の基準値

備考
評価 現在 典 準値

BB DSL NW注6 P CoC, EU注3 1.2-2.5 （フルパワー）
0.8-1.2 （ローパワー）
0.4-0.8 (スタンバイ）

P：消費電力（W) 

ワイヤレスBBNW 13
ケーブルNW 6.5-65
DSL NPC = Pavr / B ×L ETSI注7 --- NPC ： normalized power consumption

消費
avr p p

Pavr ： 平均消費電力[mW]
B ： 通信速度 [Mbps]
L ： 距離 [km]

DSL
固定BB band用

NPC = 1000×PBBLine / B ×L
⇒ PBBLine = PBBeq / N

ETSI注7 DSLAMの消費電力上限値（CoCよ
り）及びNPC上限値

NPC ： normalized power consumption
PBBLine ： 回線当り消費電力[mW]
B ： 通信速度 [Mbps]、 PBBeq ： フル収容時の消費電力
[mW]、 L ： 回線長 [km]

サーバ E=SPECpower_ssj2008/100 ベライゾン ≧6.53 E：エネルギー効率
SPECpower_ssj2008：性能を表す指標

E=消費電力(W)/性能(MTOPS) ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 入出力信号伝送路本数や主記憶
容量により、3.1～0.0022

E：エネルギー効率
MTOPS：性能を表す指標（複合理論性能）

ストレージ E=消費電力(W)/記憶容量（GB) ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ注4 ＜exp(2.98×ln(N)-C） E：エネルギー効率
N：回転数、C：定数

dl i / i ( l i f ) 注8 検討中 idl i

注1 ： TEEER：Telecommunications Equipment Energy Efficiency Rating （通信機器のエネルギー効率性評価）
Ptotal = (0.35×Pmax) + (0.4×P50) + (0.25×Psleep)

Ptotal ： 平均的消費電力、 Pmax ： 最大性能消費電力、 Pno ： 銘板表示電力、P50 ： 50%性能消費電力、 Psleep ： アイドル消費電力
注2 ： Optical Line Terminationsの略。 （光ファイバー加入者通信網における、電話局側の終端装置。）

Idle Power Metrics p = C / Pi = (total capacity of SUT) 
/ (average idle power)

SNIA注8 検討中 p : SNIA idle power metrics
* SUT : System under test 

注2 ： Optical Line Terminationsの略。 （光ファイバ 加入者通信網における、電話局側の終端装置。）

注3 ： Code of Conduct on Energy Consumption of Broadband Equipment, ver.3, 18 Nov. 2008, European Commission （ブロードバンド機器のエネルギー消費に関
する行動規範（欧州委員会））

注4 ： 現在、トップランナー基準に項目を追加するため検討が進められている。
注5 ： 例として、無線LAN有/無、WAN1ポート、LAN4ポートまで、1Gbpsまでのこと。
注6 ： ブロードバンドDSLネットワークの略。
注7 ： European Telecommunications Standards Institute（欧州電気通信標準化機構）の略。

注8 ： Storage Networking Industry Associationの略。世界最大のネットワークストレージ業界団体。（ネットワークを利用したストレージに関する技術の標準化等に
取り組む業界団体）

２ データセンタを利用する際の評価式 （参考例）
下記３項に分けることなどを参考に、業界団体等においてPUEの計測方法について検討。
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下記３項に分けることなどを参考に、業界団体等においてPUEの計測方法について検討。



資料61 省エネ・新エネ設備等の投資促進のための税制措置（資源生産性向上促進税制の創設）

（目的）
産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づき、資源生産性を向上させる（より少ないエネルギー・資源で付加価値を高める）設

備等に対する支援を行うことにより、低炭素社会の実現と経済発展の双方を実現するもの。

（支援対象）
事業活動における資源生産性（（例）付加価値÷エネルギー使用量）向上のための高い目標を立て、主務大臣に計画認定の申請を行い、認められた

企業等。認定計画に記載された資源生産性向上の取組のうち、一定以上の効果があると認められた関連投資を支援対象とする。企業等。認定計画に記載された資源生産性向上の取組のうち、 定以上の効果があると認められた関連投資を支援対象とする。

（税制措置）
国税（法人税・所得税） … 取得価額の３０％（建物等は１５％）相当額の特別償却（平成２３年３月３１日までに取得等をしたものは、即時償却が可能。）

＜情報通信関連分野における対象設備の例＞

例１） 情報通信事業者がデータセンタにおいて各種省エネ設備の導入を図る
ことで、資源生産性の向上を図る場合

データセンタ 情報通信業の本支社・店舗等

例２） 無線・有線ネットワークを用いて、各支店の電力消費量の即時把握と
必要に応じた集中制御を行い、資源生産性の向上を図る場合

外気導入によ
る空冷設備

本社等管理センター
電力消費量の即時把握、
必要に応じた集中制御

→ 電力消費の効率化

熱センサ等の情報
による、機器の環

境負荷最適化設備

る空冷設備

ネットワークを用いて
集中管理・情報収集
が可能なシステム

他店舗

店舗
（スーパー、コンビニエンスストア等）

照明

CO2 CO2 CO2
店舗

支社、他店舗等

が可能なシステム

空調

陳列棚

配電盤

制御 制御 制御

この場合における税制対象（例）

64

センサー

アダプタ

基地局無線LAN高圧直流給電設備
による電力効率改善

この場合における税制対象（例）

①電源アダプタ、②センサー（データを伝送するタグを含む）、③センサー

からのデータを通信するための無線LAN基地局、④本社で管理するため
のコンピュータ端末、⑤通信を行うためのルータ・モデム等

電力機器自体の省
エネ方策

※詳細については、パブリックコメント等を経て決定される予定



資料62 エコインターネット技術の開発等

省電力で二酸化炭素排出の少ないエコインタ ネットを実現するための技術の開発及び実証省電力で二酸化炭素排出の少ないエコインターネットを実現するための技術の開発及び実証

を実施

①ネットワークの混雑状況等に応じた ②簡素化ルータを用いた

動画ｽﾄﾘｰﾐﾝｸﾞ
中継しないルータは
自律的に電源OFF

ルーティング、バッ
ファリングは行わ

ない

ル タ４

省電力ルーティング技術の開発
②

省電力フォワーディング技術の開発

温度センサ

トラヒ クを集約

ルータ１

ルータ２ ルータ３

ルータ４

切 経路制御を行うトラヒックを集約。 一切の経路制御を行う

④ネットワーク位置情報の活用等による
トラヒックの経路制御に関する実証

③ネットワーク及びアプリケーション全体で消
費電力を最適化するための制御技術の開発

地域系
ISP-C

省電力ネット
ワークの技術

が最適に機能
するよう、アプリ

ケーションの実

連携

アプリケーション アプリケーション

キャッシュ

地域系

全国系ISP間
全国系ISP内
地域系ISP間

National-IX

地域IX

ケ ションの実
行を制御。

連
携

連
携

アプリケーショ
ンの実行と協調
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地域系
ISP-D

地域系ISP間
地域系ISP～全国系ISP間

省電力ネットワーク
（省電力ルーティング技術及び

省電力フォワーディング技術を適用）

し、省電力ネッ
トワークの技術
が最適に機能
するよう、ネット
ワークを制御。



資料63 低炭素社会実現ＩＣＴ推進事業

ＩＣＴ利活用によるＣＯ 削減効果の評価手法の確立及びその国際標準化に重点を置き 我が国によるＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減効果の評価手法の確立及びその国際標準化に重点を置き、我が国による
世界的なＣＯ２削減への取組に貢献し、２０５０年にＣＯ２排出を半減する「低炭素社会」の実現に寄与

ＩＣＴによって人や物の移動、生産活動といった社会経済活動が効率化し、エネルギーや資源の利用も効率化できるため、ＩＣＴを利活用した環
境対策が期待されているが ＩＣＴ利活用によるＣＯ 削減効果の評価手法が国内的にも 国際的にも未確立であり 現在のところ算定方法に境対策が期待されているが、ＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減効果の評価手法が国内的にも、国際的にも未確立であり、現在のところ算定方法に
よって大きな差異がある。

本事業は評価手法の確立及びその国際標準化に重点を置き、次に掲げる施策を実施することにより、我が国による世界的なＣＯ２削減の取
組への貢献、２０５０年にＣＯ２排出を半減する「低炭素社会」の実現及び京都議定書における温室効果ガス排出の６％削減目標の確実な達成
に寄与するものであり、平成２１年度においては、データセンタにおけるＣＯ２削減効果の評価手法の確立のための実証実験 等を実施する。

付帯設備の

使用電力削減

IT機器自身の
使用電力削減ファンファン ４％４％電源電源

１３％１３％

空調空調
４４％４４％

ＵＰＳ
電源分配

７％

ＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤ
３２％３２％

次のような低炭素化に関する「先端技術」を用いることにより、

出典：“Powering Compute Platforms in High Efficiency Data Centers”
(Intel Developer Forum, Fall2006) をもとにＮＥＣ作成

DSL・光の局舎
側機器

ICT機器

冷却設備

付帯設備 ・ サーバの集約化 ・ 電力管理

・ ＩＣＴ機器の冷却 ・ 信頼性確保装置の効率配置 等

局舎全体の低消費電力化のベストプラクティスの検証を実施冷却設備

サーバ

・ 環境負荷の少ない通データセンタを実現し 民
無停電電源装置

電源

ルータ・スイッチ

・ 環境負荷の少ない通データセンタを実現し、民
間の低炭素化への取組を後押し

・ ＩＴＵ等において、「データセンタ等における関環
境対策」としての標準化活動に寄与
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通信事業者局舎等

局舎における電力はＩＣＴ機器のみならず、付帯設備の消

費電力も入っており、局舎全体での取組が必要。

境対策」としての標準化活動に寄与



資料64 クラウドコンピューティングの活用による省エネ化

仮想化技術
仮想化技術は、１台のサーバを複数の利用者

で共有し、それぞれがあたかもサーバを占有
しているかのように使用可能

クラウドコンピューティング
クラウドコンピューティングは、複数台のサーバを複数の

利用者で共有し、それぞれが使用しているサーバの所在や
サーバ台数を意識せずに、必要分だけ使用可能

A B C D

A B C D

A B C D

クラウドコンピューティング

さらに…
システム/サービスの

高度化
安全・信頼性の向上
省 ネ化

クラウドコンピュ ティング
サーバ資源の有効活用

仮想化技術

省エネ化
の一層の推進が必要

利用者A
利用者B 利用者C

利用者D ・・・利用者A 利用者B 利用者C 利用者D ・・・
利用者B 利用者C利用者C 利用者D

今後の研究開発の方向性
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仮想化技術のみならずクラウドコンピューティングを利用した、システム／サービス集約等の高度化、安全・信頼性の向上及び省
エネ化に向けた研究開発等を、ＩＣＴリソースのさらなる効率的利用などを図りながら産官学が連携し推進



資料65 IPv6オープンセンサーネットワークの整備

IP 6技術を導入したオ プンセンサ ネ トワ クを整備（ 境 広域 ）

自然科学教育への環境

IPv6技術を導入したオープンセンサーネットワークを整備（環境センサー、カメラ、スピーカーを広域設置）

防災や環境、教育等における活用の他、民間の新たなＩＣＴビジネスインフラとなることを期待

・ 空調の制御やＰＯＳとの連動に

・ 自然科学教育への環境
測定データの活用

・ 環境データ、カメラ等の
防災への活用

・ 非常時、緊急時の警報
配信への活用

学校

空調の制御やＰＯＳとの連動に
よる弁当等の発注量の適正化
に活用

コンビニ

学校

自治体

周辺の環境情報を

スキー場

・ 周辺の環境情報を
効率的な人工降雪
に活用

データ集約分析センター

・ IPv6インターネットのセキュリティ機能を活用して、
安全で低コストに環境情報等の集約を実現

親書便事業者

・ 周辺の環境情報
をトラフィック予測
に活用

・ 渋滞情報等の
配送への活用

68

安全で低コストに環境情報等の集約を実現
・ IPv6マルチキャスト機能を活用して、効率よく環境

データを一般に配信することや、一斉警報を実現
電気通信事業者



(%)（百万加入）

資料66 携帯電話の加入数の推移

2009年3月末現在 加入数 人 普及率

90

100

110

120
(%)（百万加入）

PHS加入者

2009年3月末現在 加入数
・携帯電話 :約10,749万加入
・IMT-2000 : 約9,963万加入
・PHS ： 約456万加入

人口普及率
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IMT-2000サービス開始

2001年
IMT-2000サービス開始

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2009.3
（年度末）

（TCA調査を基に総務省作成）
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資料67 携帯電話基本使用料の推移

ＮＴＴド モ東京23区内で自動車電話 ド

(円)

12,000

15,000
ＮＴＴドコモ

ａｕ

ソフトバンクモバイル

20,000

30,000
東京23区内で自動車電話
サービス開始（電電公社）

ＩＤＯ（現ａｕ）が
サービス開始

東京デジタルホン

（現 ﾄ ﾞﾝｸ ﾞｲﾙ）

端末売り切り
制度の導入

ＮＴＴドコモ
H1～H3.3
・施設設置負担金72,000円
・以後、新規加入料となり順次値下げ

H8.12 新規加入料廃止

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ
「ホ イ プ 導

9,000

（現ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ）
がサービス開始

制度の導入

(H6.4～)

ＮＴＴドコモ
movaとFOMAの ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

「ホワイトプラン」導入

(H19.1.16～)

ＮＴＴドコモ
「ひとりでも割引50」

導入(H19.8.22～)

ＭＮＰ導入
(H18.10.26)

3,000

6,000

料金プランを統一 「予想外割」導入 ａｕ
「誰でも割」導入

(H19.9.1～）

ＮＴＴドコモ、ａｕ

端末を割賦で購入
した場合のプラン

0
S54.12 S63.12 H5 .3 H6 .4 H7 .12 H11.6 H17.11 H18.10 H19.1 H19.9 H20.6 H20.７

S54.12 S63.12 H5.3 H6.4 H7.12 H11.6 H17.11 H18.10 H19.1 H19.9 H20.6 H20.７

した場合のプラン

※各社とも基本的なプランの料金（税抜き額） 料金の下段の（ ）は 無料通話分の金額

30,000 23,000 17,000 8,800 6,800 4,500 4,600 4,600 4,600 1,800 1000※1 934※１
(2,000) (2,000) (2,000) (1,000) (1,000) (1,000)

13,000 11,000 8,500 6,300 4,500 3,980 3,980 3,980 1,800 934※１ 934※１
(1,600) (2,000) (2,000) (2,000) (1,000) (1,000) (1,000)

7,300 6,200 4,200 3,900 2,743 934 934 934※１ 934※１
(2,000) (2,000) ※２ ※３ ※３ ※３ ※３

ＮＴＴドコモ

ａｕ

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ

※各社とも基本的なプランの料金（税抜き額）。料金の下段の（ ）は、無料通話分の金額。

NTTドコモ：H6.4までは、自動車・携帯電話。H6.4からプランＡ。H17.11からタイプＳ。
：※１タイプＳＳ「ひとりでも割50」適用の料金。（ 「ひとりでも割50」：２年契約、違約金9,975円）

ａｕ：H11.4までは、「おてごろプラン」。H11.4からは、CDMA 1XのコミコミＯｎｅエコノミープラン。
H19.9はCDMA 1XのコミコミＯｎｅエコノミー「ＭＹ割」の最大割引適用の料金。
：※１「プランＳＳ」で「誰でも割」適用の料金（ 「誰でも割」：２年契約、違約金9,975円）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ：H18.10の料金は、H19.1.15までの「ゴールドプラン」のキャンペーン料金（9,800円→2,880円（税込））。H19.9の料金は「ホワイトプラン」（H19.1.16～）

70

ｿﾌﾄ ﾝｸ ｲﾙ の料金は、 までの ルドプラン」のキャン ン料金（ , 円 , 円（税込））。 の料金は ホワイトプラン」（ ）
：※２ ソフトバンクモバイル携帯電話間の通話料（21時～０時台については制限あり）無料

：※３ ソフトバンクもナイル携帯電話間13時～21時の通話が無料。

出所：各社決算資料より作成



資料68 携帯電話事業者のARPU※の推移

【ＮＴＴドコモのARPUの推移】（03年第2四半期から07年第4四半期まで、四半期ごとの推移） 【auグループのARPUの推移】 （03年第2四半期から07年第4四半期まで、四半期ごとの推移）

【ソフトバンクモバイルのARPUの推移】 （04年第2四半期から07年第4四半期まで、四半期ごとの推移）

各社のARPUの推移を見ると

音声中心からデータ通信へと徐々にシフトしている様
子がうかがえる

出所：「電気通信事業分野における競争状況の評価2007」資料

※ＡＲＰＵ（Average Revenue Per User）
＝通信事業における、加入者一人あたりの月間売上高。
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移動通信売上高資料69 移動通信事業者の売上高の推移

83 989

88,053
86,387 87,439

88963
92052

90,000

100,000

（億円）

72,608

83,989
82,138

70,000

80,000

50,000

60,000

30,000

40,000

10 000

20,000

0

10,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 年度

移動通信売上高
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出所：各社決算資料より作成



16012 000 (参考）H19.1 H19.12
（増加率（％））（万加入）

資料70 携帯電話の加入契約数と増加率の推移

9,179 

9,672 

10,272135.6 140

160

10,000 

12,000 

加入契約数

対前年同期増加率

(
携帯＋ＰＨＳ １億加入突破 携帯

１億加入突破

6,912 

7,566 

8,152 

8,700 

101.6 
103.2 

104.6 

100

120

8,000 

H16 1

H17.12
9000万加入突破

4,153 

5,114 

6,094 

60.9

77.3 

58.8 
51.0 

60

80

4 000

6,000 

H12 3

H16.1
8000万加入突破

1 024

2,088 

3,153 

24.3 24.5 31.7 

23.1 
19.2 

13.4 20

40

2,000 

4,000 

H8.3
1000万加入突破

H12.3
5000万加入突破

24 49 87 138 171 213 
433 

1,024 3  
9.5 7.7 6.7 5.5 5.4 6.2

0-
Ｓ６３年度末 Ｈ１年度末 Ｈ２年度末 Ｈ３年度末 Ｈ４年度末 Ｈ５年度末 Ｈ６年度末 Ｈ７年度末 Ｈ８年度末 Ｈ９年度末 Ｈ１０年度末 Ｈ１１年度末 Ｈ１２年度末 Ｈ１３年度末 Ｈ１４年度末 Ｈ１５年度末 Ｈ１６年度末 Ｈ１７年度末 Ｈ１8年度末 H19年度末

年度末 Ｓ６３年度末 Ｈ１年度末 Ｈ２年度末 Ｈ３年度末 Ｈ４年度末 Ｈ５年度末 Ｈ６年度末 Ｈ７年度末 Ｈ８年度末 Ｈ９年度末 Ｈ１０年度末 Ｈ１１年度末 Ｈ１２年度末 Ｈ１３年度末 Ｈ１４年度末 Ｈ１５年度末 Ｈ１６年度末 Ｈ１７年度末 Ｈ１8年度末 H19年度末

加入契約数 24 49 87 138 171 213 433 1 024 2 088 3 153 4 153 5 114 6 094 6 912 7 566 8 152 8 700 9 179 9 672 10 272

H6.4
端末売り切り
制度開始

H6.4
東京ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｫﾝ
（現SBM)参入

H8.12
携帯新規
加入料の
廃止

H8.12
移動体通信
料金届出制
へ移行

H11.2～
ﾌﾞﾗｳｻﾞﾌｫﾝ登場
iﾓｰﾄﾞ:H11.2
EZWeb:H11.4

H12.11～
ｶﾒﾗ付き携帯登場
Jﾌｫﾝ:H12.11
ﾄﾞｺﾓ:H13.10

H13.10～
3Gｻｰﾋﾞｽ開
始
ﾄﾞｺﾓ:H13.10

H15.11～
ﾊﾟｹｯﾄ通信料
定額ｻｰﾋﾞｽ開始
au:H15.11

H18.10～

携帯番号
ﾎﾟｰﾀﾋﾞﾘﾃｨ
制度開始

H16.4～

料金・提供条件の
ﾃﾞﾀﾘﾌ化（届出不
要）

S54.12
電電公社（NTT）
自動車電話開始

加入契約数 24 49 87 138 171 213 433 1,024 2,088 3,153 4,153 5,114 6,094 6,912 7,566 8,152 8,700 9,179 9,672 10,272

対前年同期増加率 60.9 101.6 77.3 58.8 24.3 24.5 103.2 135.6 104.6 51.0 31.7 23.1 19.2 13.4 9.5 7.7 6.7 5.5 5.4 6.2

S63.12
ＩＤＯ（現ａｕ）参入

J-SKY:H11.12 au:H14.4 au:H14.4
Jﾌｫﾝ:H14.12

ﾄﾞｺﾓ:H16.6
ﾎﾞｰﾀﾞﾌｫﾝ:H16.11(参考)H7.7

ＰＨＳ開始

H19.9.21
「モバイルビジネス
活性化プラン」公表

出所：各社決算資料等より作成 73



販売奨励金分は 利用者の毎月の通信料から回収

資料71 携帯電話の販売奨励金（インセンティブ）の概要

携帯電話事業者端末仕様発注・共同開発

端末納入 端末卸売

販売奨励金等

販売奨励金
成約手数料
継続契約手数料 など

販売代理店

販売奨励金分は、利用者の毎月の通信料から回収

端末メーカー
端末納入 端末卸売

販売代理店

端末販売
（販売奨励金を充当）

回線契約

通話料 従来
販売奨励金等は４万円程度／台
端末買換えサイクルは２年

利用者 端末購入代金
端末買換えサイクルは２年
☞奨励金はＡＲＰＵの１／４に相当

50,000 ＮＴＴドコモ（注１） ＫＤＤＩ（注２） ソフトバンクモバイル（注３）
（単位：円）

40,000

42,000

40,000 40,000

37,600 36,000 38,000 38,300
36,000

37,000

45,000

37,00037,000 37,000

～
～

30,000
30,000 30,000 31,000

32,500
34,000

36,000

33,200
31,000

32,300

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度

（注１） ２００６年度まではNTTドコモのアニュアルレポートより、「販売手数料」及び「端末販売奨励金」を販売奨励金等として記載。
２００７年度はドコモからのヒアリング及びNTTドコモの決算資料等をもとに総務省算出。

（注２） 各年度におけるＫＤＤＩの決算資料より、「販売コミッション」及び「販売一時金」を販売奨励金等として記載。
（注３） ２００５年度まではボ ダフォンの決算説明会資料より 「新規顧客獲得費用」を販売奨励金等として記載

２００６年度 ２００７年度

出所：各社決算資料等より作成

（注３） ２００５年度まではボーダフォンの決算説明会資料より、「新規顧客獲得費用」を販売奨励金等として記載。
２００６年度はソフトバンクのアニュアルレポートより、 「顧客獲得手数料」を販売奨励金等として記載。
２００７年度はソフトバンクモバイルからのヒアリングに基づき記載。

74



過去一年に処分した端末の平均使用期間資料72‐1

資料72 過去一年に処分した端末の平均使用期間 端末の国内出荷台数の推移

18

24

30

363年

2年6ヶ月

2年

1年6ヶ月

0

6

12

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

1年

6ヶ月

2年4ヶ月 2年6ヶ月 2年8ヶ月 2年10ヶ月

2007年度2006年度2005年度2004年度

2年4ヶ月 2年6ヶ月 2年8ヶ月 2年10ヶ月

出所： 携帯電話・PHSのリサイクルに関するアンケート調査結果
（（社）電気通信事業者協会・情報通信ネットワーク産業協会）より作成

国内携帯電話端末 出荷台数推移60 000

携帯電話国内出荷台数の推移資料72‐2 端末の国内出荷台数の推移（月次）

出所：携帯電話・ＰＨＳのリサイクルに関するアンケート調査結果
（（社）電気通信事業者協会、情報通信ネットワーク産業協会）より作成

4 000

4,500

5,000

5,500

出
荷

国内携帯電話端末 出荷台数推移

40,000

50,000

60,000
資料72‐3 端末の国内出荷台数の推移（年次）

2008年の国内出荷台数は、2007年比で
19％減

1 500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000荷
台
数
（
万
台
）

20,000

30,000

40,000
出
荷
台
数
（千
台
）

1,000

1,500

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
0

10,000
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出所：（株）MM総研[東京・港] （注）出荷台数にはPHS・データカード等は含まれない

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2007年 3,796 8,891 13,936 18,113 22,032 27,147 32,495 36,709 39,197 41,757 46,671 51,625

2008年 4,084 9,138 13,970 17,268 20,769 25,997 29,776 31,942 34,259 35,339 38,832 42,012

出所：JEITA統計資料を基に総務省作成

出所：（株）MM総研[東京・港]資料より作成
（注）出荷台数にはPHS・データカード等は含まれない

出所：ＪＥＩＴＡ統計資料より作成



資料73 携帯電話の通信速度の高速化

IMT-Advanced
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資料74 移動通信端末の多機能化

コンセプト/ブランド会話 情報処理 エンターテイメント・生活支援

電子メール

画像付きメール

もしもし…
ゲーム テレビ電話

天気予報

画像付きメ ル

テレビ

i Phone Black Berry

位置確認

Disny Mobile

音声通信

レストラン情報

デ タ通信 画像伝送

音楽ダウンロード電子マネー
チケット購入

ズ

Tiffany PRADA

音声通信
（アナログ電話）

データ通信
（インターネット接続）

画像伝送
（カメラ付き携帯）

ユビキタス通信

1999年頃～ 2000年頃～ 2003年頃～

パーソナライズ

2007年頃～
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資料75 プラットフォームの共通化の動き

移動通信事業者ごとに端末仕様の異なるプラットフォームから、移動通信事業者 とに端末仕様の異なるプラットフォ ムから、
オープンOSを利用したプラットフォームの共通化の動きも拡大

今後期待される事項

・ソフトウェア開発費の低減による端末価格の低廉化
・ユーザの多種多様なニーズにあったサービス／アプリケーション開発の進展

今後期待される事項

＜参考＞オープンプラットフォーム イメージ図
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出所：「新たな成長を目指したドコモの変革とチャレンジ」（NTTドコモ公表資料）



資料76 移動通信サービスにおける情報流通機能の現状

移動通信サービスにおける情報流通機能の現状

移動通信サービスにおける情報流通では、
移動電話端末～通信ネットワーク～プラットフォーム（通信・課金機能等）～コンテンツ・アプリケーション

といった各機能を縦断する、移動通信事業者主体の垂直統合型のビジネスモデルが主流。

情報の取得コンテンツプロバイダ等
コンテンツ・
プ

情報の取得

情報への課金等

コンテンツプロバイダ等
アプリケーション

プ ト ム 情報への課金等

情報へのアクセス
携帯・PHS
事業者

プラットフォーム

事業者

通信ネットワーク
情報の配信

情報への入口
ベンダ等端末

情報の格納 表示情報の格納、表示

79



4233
4500

資料77 モバイルコンテンツの市場規模

3150

3661

4233

3000

3500

4000

（億円）

1793

2133

2603

2000

2500

3000

481

1317

500

1000

1500

0

モバイルコンテンツ市場合計 481 1317 1793 2133 2603 3150 3661 4233

その他モバイルコンテンツ市場 97 319 410 455 484 549 749 896

きせかえ市場*2 3 23

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年

きせかえ市場

待受系市場 84 119 154 189 225 236 248 227

占い市場 36 53 70 87 103 123 158 182

電子書籍市場 3 16 69 221

装飾メール市場* 2 14 55 116

モバイルゲーム市場 19 90 201 270 412 589 748 848

リングバックトーン市場 3 6 13 29 87

着うたフル市場 2 99 237 506

着うた市場 1 28 199 463 522 568

着メロ系市場 245 736 957 1101 1167 1048 843 559

*装飾メール市場＝デコレーションされたHTMLメールのこと ドコモではデコメ auではデコレーションメール ソフトバンクモバイル*装飾メ ル市場＝デコレ ションされたHTMLメ ルのこと。ドコモではデコメ、auではデコレ ションメ ル、ソフトバンクモバイル

　ではアレンジメーﾙと呼称されている。

*2きせかえ市場＝待受画面に加え、メニュー、電池残量などのアイコン・文字フォント等の設定がカスタマイズできるコンテンツ。

  ドコモではきせかえツール、auではケータイアレンジ、ソフトバンクモバイルではきせかえアレンジ。
出所：モバイル・コンテンツ・フォーラム（ＭＣＦ）資料より作成
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資料78 元素周期表

出所：東京都立産業技術研究センターTIRI News
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資料79 携帯電話/デジタル家電の一台当たりの貴金属･レアメタルの含有量･割合

製品 本体重量[g/台]
上段：金属含有量（g）　　下段：本体重量に占める金属の割合

金 銀 銅 パラジウム ビスマス セレン
80 0.032 0.184 14 0.008 0.016 0.008

0.04% 0.23% 17.2% 0.01% 0.02% 0.01%

②MDプレーヤー 100 0.023 0.140 9 0.001 0.001 0.001

製品 本体重量[g/台]

①携帯電話（電池は除く）

0.023% 0.14% 8.7% 0.001% 0.001% 0.001%

360 0.061 0.180 20 0.001 0.144 0.004
0.017% 0.05% 5.6% 0.0004% 0.040% 0.001%

930 0.093 0.586 64 0.028 0.121 0.009④ビデオカメラ

③デジタルカメラ

0.010% 0.063% 6.9% 0.003% 0.013% 0.001%

50 0.025 0.120 6 0.003 0.002 0.001
0.050% 0.240% 11.3% 0.005% 0.003% 0.001%

⑥DVDプレーヤー 3,050 0.046 0.351 153 0.012
0002% 0 01% 50% 0 0004%

※ ※

⑤携帯音楽プレーヤー

0.002% 0.01% 5.0% 0.0004%

⑦コードレス電話 175 0.021 0.236 18 0.017
0.012% 0.135% 10.0% 0.01%

⑧ポータブルオーディオ 515 0.005 0.077 108 0.002
0001% 0015% 21 0% 0 0004%

※※

※ ※
0.001% 0.015% 21.0% 0.0004%

⑨DVDレコーダー 4,350 0.109 0.740 261 0.022
0.003% 0.017% 6.0% 0.001%

8,525 0.262 0.982 439
0003% 0012% 51%

※※

※※※
⑩デスクトップPC

0.003% 0.012% 5.1%

【データ出典】

（①～⑤）DOWAエコシステム（株）資料を基に総務省作成

（⑥～⑨）Recycling of e-scrap in a global environment: opportunities and challenges（2007年 調査委託者：EU、 著者：Christian Hageluken、Steven Art）
を基に総務省作成

（⑩）総務省調べ

82

（⑩）総務省調べ

・※：データ未収集またはデータなし

・本体重量が100gを超えるもの、金属含有量や金属の割合が携帯電話より多いものを太字斜体で表記



資料80 端末の売却収入による環境保護活動の推進

NTTドコモ フィリピンでの植林活動 KDDI 富士山の森づくりプロジェクトKDDI 富士山の森 くりプ ジ クト

NTTドコモ ドコモの森づくり
ソフトバンクモバイル

「WWF 南西諸島生きものマップ」 プロジェクト

（C）WWF JAPAN（C）WWF JAPAN

出所：研究会 各社説明資料 83



資料81 家電製品等のライフサイクルにおけるCO2排出

SDメモリカ ド

資料81‐1 家電製品等のライフサイクルにおけるCO2排出割合 資料81‐2 家電製品等のライフサイクルにおけるCO2排出重量

の比率

電球型蛍光ランプ

PC用液晶モジュール

携帯電話

SDメモリカード

材料調達
SDメモリカード 0.154
携帯電話 1

製品群
携帯電話を1とした場合の
各製品のCO2排出重量

サ バ

液晶テレビ

クリーナ

ノートPC 製造

流通

使用

廃棄

携帯電話 1
PC用液晶モジュール 1.92
電球型蛍光ランプ 1.92
ノートPC 3.65
クリ ナ 3 81

家庭用エアコン

洗濯乾燥機

PCサーバ
廃棄

リサイクル

クリーナ 3.81
液晶テレビ 16
PCサーバ 75.2
洗濯乾燥機 96.5

庭‐10 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

出所：総務省調べ

家庭用エアコン 176

出所：総務省調べ
・携帯電話は、材料調達段階でのCO2排出割合が高い

⇒使用期間が短く、材料の海外での発掘・輸送等の際
に発生する環境負荷の割合が高い

製品１台当たりのCO2排出重量は、ノートPCや液晶テレビと比較
しても数分の１ 十数分の１に発生する環境負荷の割合が高い

端末の再利用・再資源化の推進により、
環境にやさしい社会システムの構築に貢献

しても数分の１～十数分の１

CO2排出重量の大きい他の家電製品のリサイ
クル数量を増加させることが有効
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資料82 リデュースに関する取組

資料82‐1 携帯電話の重さと連続待受時間の推移 資料82‐2 PHS端末における独自SIMの採用

端末 小型 省電力化が進展 独自SIMの採用により デ タカ ドやスマ ト

出所：MRN資料
出所：（株）ウィルコム資料

端末の小型・省電力化が進展 独自SIMの採用により、データカードやスマート
フォンなど、利用シーンに応じた使い方が可能
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資料83 MRNのシステム

MRNによる回収フロー 回収 ボックスの例

出所：MRN資料 出所：ソフトバンクモバイル（株）資料
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資料84 部品リユースのイメージ

回収端末 分解された素材
部品リユース

液晶
カメラ
スピーカ 等

基板
外装（金属部） 等

リサイクル

移動電話端末から取り外した液晶表示板等を再利用したワンセグ受信機等が
生産・販売され始めている

87出所：三洋商事（株）資料等より作成



資料85 東京都とMRNの連携による端末回収実験

端末本体
金
25g

銀
126g

銅
5 053g

パラジウム
12 6g

都内回収実験により回収された金属の重量（推計値）

25g 126g 5,053g 12.6g

充電器
銀
30g

銅
4,167g

鉄
594g

アルミニウム
297g

回収ボックスの設置例 回収された移動電話端末
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出所：東京都資料



資料86 移動電話端末のリサイクルの仕組み

移動電話端末のリサイクル工程 移動電話端末から再生される工業原料とそ
の使途

・ レアメタル等 約10%
(内訳：マグネシウム6.0%、銅4.0％、銀0.1%、金0.02%等) 

グ化率 約50%
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・ スラグ化率 約50%

出所：MRN資料



資料87 MRNによる端末の回収台数の推移

ﾓﾊﾞｲﾙ･ﾘｻｲｸﾙ･
ﾈｯﾄﾜｰｸ前

モバイル・リサイクル・ネットワーク活動後
ﾈｯﾄﾜ ｸ前

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

本体
回収台数（千台） 13,615 13,107 11,369 11,717 8,528 7,444 6,622 6,443

回収重量（ｔ） 819 799 746 821 677 622 558 544

電池
回収台数（千台） 11,847 11,788 9,727 10,247 7,312 6,575 6,133 7,198

回収重量（ｔ） 304 264 193 187 159 132 125 145

充電器
回収台数（千台） 3,128 4,231 3,355 4,387 3,181 3,587 3,475 3,706

回収重量（ｔ） 328 361 251 319 288 259 234 250

出所：MRN資料
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資料88 MRNによるリサイクルに関するアンケート調査結果（2007年度）

＜過去１年間に買換・解約で端末を処分したことがあるか？＞ ＜なぜ、処分しないのか？＞

コレクション・思い出として残す

目覚まし時計として活用

電話帳として活用

子供の遊び道具

デジカメとして活用

データのバックアップ

ICカードの入替により予備機
として活用

メモ帳として活用

ゲーム機として活用

H16年度

H17年度

H18年度

H19年度

ゲ ム機として活用

スケジュール長として活用

テレビとして活用

ToDoリストとして活用

その他

＜処分の方法は？＞ ＜携帯電話等のリサイクルの認知度＞

店で引き取ってもらった

分別ゴミとして捨てた

店で引き取ってもらった

分別ゴミとして捨てた

0%                       10%                     20%                      30%                   40%                     50%  60%  

分別ゴミとして捨てた

回収業者に渡した

人にあげた

一般ゴミとして捨てた

その他

回収業者に渡した

人にあげた

中古品として売却した

一般ゴミとして捨てた

その他

13 9%

5.9%

9.0%

0 2%

11.6%

3.3%
6.0%

3.3%

携帯電話等の
リサイクルにつ
いて聞いたこと
はあります

H15

H16

H17

H18

62.3%
8.3%

0.6%

13.9%

67.2%

8.5%

0.2%
か？

知っている

知らない

0%           10%         20%          30%        40%        50%         60%         70%        80%         90%       100%

H19
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・リサイクルの認知度が42％（2003年度）から54％（2007年度）まで向上

出所：MRN資料

「ゴミとして捨てた」比率 ⇒ 14.2%
14.2% ＝ 「分別ゴミ（8.3%）」＋「一般ゴミ（5.9%）」

「ゴミとして捨てた」比率 ⇒ 14.5%
14.5% ＝ 「分別ゴミ（8.5%）」＋「一般ゴミ（6.0%）」



資料89 手分解作業による処理工程

分解された素材手分解作業の様子 分解された素材

移動通信事業者個別の取組として、可能な限り素材を再資源化するため、
リサイクル作業の前工程に回収された端末の手分解作業を導入

92出所：KDDI（株）説明資料より作成



資料90 通信設備等のリサイクル事例

出所：日本電信電話（株）説明資料
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資料91 移動通信事業者の周知・啓発活動

子供向けリサイクル絵本等の配備

① ②

③ ④

環境イベント、子供向けイベントでのPR テレビ、新聞広告等での企業広告としての宣伝

⑤ ⑥

出所：KDDI（株）説明資料

環境イベント、子供向けイベントでのPR テレビ、新聞広告等での企業広告としての宣伝

94出所：（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ説明資料 出所：KDDI（株）説明資料



資料92 データ・コンテンツ移行の取組

出所：（株）エヌ・ティ・ティ・ドコモ説明資料
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資料93‐1 公式サイトと一般サイトの利用状況①

利用動向調査概要利用動向調査概要
調査対象：携帯電話やPHSを利用してウェブサイトの閲覧やメールを利用する11歳以上の男女個人
調査手法：携帯電話上でのインターネット調査及びパソコン上でのインターネット調査
有効回答数：3,178
調査期間：2008年10月7日～14日

（１）有料コンテンツの利用率
現在利用している有料コンテンツの数が「0個」と答えたユーザが2008年のデータでは約８割を占める一方で、
1個以上の有料コンテンツを利用しているユーザは２割強となっており、2007年の調査とほぼ同様の結果となっている。

有料コンテンツ
利用者

有料コンテンツ利用者は全体の23.1%で、昨年とほぼ同様。
大半のユーザは有料コンテンツを利用していない大半のユーザは有料コンテンツを利用していない。
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資料93‐2 公式サイトと一般サイトの利用状況②

（２）コンテンツの利用状況
着うた、着うたフル、動画、電子書籍といった著作権の関係するコンテンツの利用者は、その大半が無料コンテンツのみを利用している。

公式サイトでも無料サンプルやお試し期間という形で無料コンテンツを配信している場合もあるが、
多くの場合、無料コンテンツは一般サイトで配信されているという。

着うたフル
着うた利用者

着うたフル
利用者

・全体の46％が着うたを利用
・着うた利用者のうち、58.3%が無料のもののみを利用

・全体の29.1％が着うたフルを利用
・着うたフル利用者のうち、57.7%が無料のもののみを利用

動画利用者 電子書籍
利用者

・全体の29.6％が動画を利用
・動画利用者の92.9%が無料のもののみを利用

・全体の18.3％が電子書籍を利用
・電子書籍利用者の85.2%が無料のもののみを利用

出所：ケータイ白書2009（モバイル・コンテンツフォーラム監修、インプレスR&D発行）より作成
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資料93‐3 公式サイトと一般サイトの利用状況③

（３）公式サイトと一般サイトの利用状況（ ）公式サイ 般サイ 利用状況
公式サイトの利用者は減少傾向、一般サイトの利用者は増加傾向にある。

公式サイト中心のユーザ 一般サイト中心のユーザ

（注）なお 最近の傾向とし 公式の検索 ジ も 般サイトが表示されたり 大手SNSサイトの i iが公式サイト化するなど

公式サイト中心のユーザは減少傾向
2007年度45.3%⇒2008年度39.4%

一般サイト中心のユーザは増加傾向
2007年度23.8%⇒2008年度27.1%

（注）なお、最近の傾向として、公式の検索エンジンでも一般サイトが表示されたり、大手SNSサイトのmixiが公式サイト化するなど、
公式サイトと一般サイトの垣根がなくなりつつあるともいわれている。

出所：ケータイ白書2009（モバイル・コンテンツフォーラム監修、インプレスR&D発行）より作成
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資料94 Plug‐In To eCycling

（１） 携帯電話やPDA等を直接店舗 持ち込むことができる企業（１） 携帯電話やPDA等を直接店舗へ持ち込むことができる企業
（a）AT&T、（b）Sony Ericsson、（c）T-Mobile、（d）Best Buy、（e）Sprint、（f）LG Electronics、
（g）Office Depot、（h）Staples、（i）Verizon Wireless 等

（２） 郵送にて回収を受け付ける企業

（a）Nokia、（b）Motorola、（c）Sprint、（d）LG Electronics、（e）Samsung、
（f）T Mobile （g）Verizon Wireless （h）Palm 等（f）T-Mobile、（g）Verizon Wireless、（h）Palm 等
※ 上記では、携帯電話事業者を太字、製造業者をイタリックで表示。その他は量販店

Cell Phone Life Cycle

出所：US-EPA Recycle Your Cell Phone. It's an Easy Call ホームページ
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資料95 米国の家電製品等のリサイクル実績（2007年）

生産 廃棄 リサイクル リサイクル回収率生産
[百万台]

廃棄
[百万台]

リサイクル
[百万台]

リサイクル回収率
[リサイクル台数/生産台数]

テレビ 26.9 20.6 6.3 23.4％

コンピュー
タ製品

205.5 157.3 48.2 23.5％

携帯電話 140.3 126.3 14.0 10.0％

注：コンピュータ製品はデスクトップPC、ノートPC、CRT、マウス、キーボード。プリンタ、スキャナ、ファックスのこと。

出所：US-EPAホームページより作成
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資料96 AT&T社のアップグレードサービス

ＡＴ＆Ｔアップグレードサービスサービスの申請

① 携帯電話契約内容がアップグレードサービ
スの対象であることを確認する。

② AT&Tウェブサイト内のmyWireless Acco nt
ユーザー

② AT&Tウェブサイト内のmyWireless Account
からアップグレードオプションを選択する。

③ AT&Tウェブサイトより、機種変更費用や端
末の配送スケジ ル等が報告される新しい端末の発送 末の配送スケジュール等が報告される。

④ 上記③に同意することで、アップグレード手
続を完了。

新しい端末の発送

不要となった携帯電話端末の処理方法

a)米兵への寄付
b) Plug-In to eCycling経由でのリサイクル

出所：AT&T社ホームページより作成
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資料97 EU主要国におけるWEEE指令に基づく各国の制度

 スウェーデン 英国 フランス イタリア 

国内制度名 

電気・電子機器の製造

者責任に関する法令

(SFS 2005:209)注 

英国電気・電子機器 

廃棄物規制 

SI 2006 No.3289 

政令 

No.2005-829 

大統領令 

2005年7月25日 

151号 

施行開始日 2005年8月13日 2007年1月2日 2005年8月13日 2006年7月25日 

現在の義務 ○ ○ ○ ○現在 義務 ○ ○ ○ ○

回収義務者 
製造業者 

地方自治体 
製造業者 

小売業者 

製造業者 

地方自治体 

小売業者 

製造業者 

製造業者は回収された

廃電子・電気機器、又

は消費者から直接廃電

WEEEの対象となる製造

業者が支出する基金に

より 英国政府指定の

小売業者は、販売時に

消費者から古い機器を

回収又は回収業者を手

一般世帯からの回収は、人

口規模・密度を考慮し、地

方自治体が費用負担して

回収ル ル

は消費者から直接廃電

子・電気機器を引き取

るためのシステムを構

築する義務を負う。エ

ル・クレッツェンは地

方自治体と協力して、

より、英国政府指定の

廃電子・電気機器の回

収・リサイクル代行団

体を共同運営すること

で、全ての製造業者が

少しずつ、広く負担を

回収又は回収業者を手

配する。 

製造業者は、独自回収

システムを構築する又

は地方自治体の分別回

収システムを費用負担

方自治体が費用負担して

対応する。 

一方、消費者の買替えは、

小売業者が廃電子・電気機

器を無料で回収し、再利用

等を決定、処分する。一般
回収ルール 

回収・リサイクルを担

当。地方自治体は、一

般世帯から出る廃電

子・電気機器で直接製

造者が引き取らないも

のに対して 回収 リ

行っている。 

 

して利用する。 世帯以外からの廃電子・電

気機器は製造業者が対処

する。 

のに対して、回収、リ

サイクル等の責務を持

つ。 

携帯電話 ○ ○ ○ ○ 

対象回収品 
ＩＴ製品、冷蔵庫、洗

濯機、照明器具 等 

ＩＴ製品、冷蔵庫、洗

濯機、照明器具 等 

冷蔵庫、テレビ、洗濯

機、エアコン 等 

冷蔵庫、テレビ、コンピュ

ーター、洗濯機 等 

回収ポイント 

設置義務者 
製造業者 

小売業者 

地方自治体 
製造業者 製造業者 

回収担当者 
地方自治体 

回収組織 

製造業者 

小売業者 

回収組織 

回収組織 

地方自治体 

小売業者 

製造業者 

地方自治体 REPIC エコ オ ガニズム ンソ シアム エ リ ト
回収組織 

地方自治体

エル・クレッツェン 

REPIC

ICER 等 

エコ・オーガニズム

エコ・システム 等 

コンソーシアム・エコリット

ECODOM 等 

 注 ： 正式名称Ordinance on Producer Responsibility for Electrical and Electric Products/SFS2005:209であり、EUのWEEE指令に即した法令。

出所：JETROユーロトレンド、(社)日本機械工業連合会における調査報告書より作成 102



資料98 WEEE指令における対象品目

No. カテゴリー 対象品目 

1 大型家庭用電気製品 冷蔵庫・洗濯機・衣類乾燥機・電子レンジ・エアコンなど 

2 小型家庭用電気製品 電気掃除機・編み機・アイロン・ヘアドライヤー・時計など2 小型家庭用電気製品 電気掃除機 編み機 アイロン ヘアドライヤ 時計など 

3 ＩＴ及び遠隔通信機器 携帯電話・パソコン・プリンター・コピー機・ファックス・

電話など 

4 民生用機器 ラジオ・テレビ・ビデオ・オーディオアンプ・楽器など4 民生用機器 ラジオ・テレビ・ビデオ・オーディオアンプ・楽器など

5 照明機器 蛍光灯・放電灯・高圧ナトリウムランプなど 

6 電気・電子工具 ドリル・のこぎり・ミシン・旋盤など 

7 玩具 ビデオゲ ム機 携帯型ビデオゲ ム機 スポ ツ器具など7 玩具 ビデオゲーム機・携帯型ビデオゲーム機・スポーツ器具など 

8 医療関連機器 心電図測定器・透析機器・分析機・人工呼吸器など 

9 監視及び制御機器 煙検知機・熱制御器・サーモスタット・監視測定機器など 

10 自動販売機 キ シ デ ペ サ 自動販売機など10 自動販売機 キャッシュディスペンサー・自動販売機など

 出所：JETROユーロトレンドより作成
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資料99 仏国の携帯電話事業者協会（AFOM）によるアンケート調査

⇒ 私は（使用済み端末を）リサイクルしました（7%）私 （使用済 端末を）リ ク ま （ ）

⇒ 私は（使用済み端末を）販売店/事業者に返却しました（2%）

リサイクルに協力したことのある回答者＝約9％

＜その他の主な回答＞
・私は（使用済み端末を）自宅に保管しています（43％）
・私は（使用済み端末を）近親者等に譲渡しました（27％）私は（使用済み端末を）近親者等に譲渡しました（ ％）
・私は（使用済み端末を）廃棄しました（8％）

出所：AFOM資料より事務局作成
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資料100 英国（ShP社）におけるリサイクルサービス

受取人払い郵便
にて送付

ShP Limited

①
ShP社に対して中古端末（バッテリー含）を送
付

にて送付

②
ShP社にて端末の整備・検査（5～10日間）
（SIMカードや端末に残っているデータを消

ユーザー

去）小切手の送付

③ 買取代金を小切手にて郵送

出所：ShP社ホームページより作成 105



資料101 中国における端末回収の取組

資料101‐1 グリーンボックス環境保護計画資料 グリ ンボック 環境保護計画

出所：矢野経済研究所資料ホームページ

資料101‐2 上海達源通訊設備有限公司によるリプレイスサービス

出所：矢野経済研究所資料ホームページ
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資料102 専売店でのサンプル調査の調査項目

Ｑ１．今回、古い携帯電話・PHSの回収（リサイクル）にご協力いただけますか。Ｑ 今回、古 携帯電話 Sの回収（リサイクル）に 協力 ただけますか。

□ 思い入れがあるから、コレクションとして集めている
□ 自分の所有物、なんとなく

□ 住所録、予定表として使っている
□ デジカメや時計 ゲ ム機 音楽プレ ヤ

①所有意識

□ デジカメや時計、ゲーム機、音楽プレーヤ、
ワンセグ受信機として引き続き使いたい

□ ICカードを入れ替えて予備機として使いたい

□ ダウンロードしたソフト（着うた、ゲーム、待ち受け画面等）が
新しい機種に移行できない

②端末機能の継続利用

③データ・コンテンツの移行問題
□ データ移行が面倒（上記に該当するコンテンツ以外で）

□ 個人情報の漏えいが不安

□ その他（ ）

③デ タ ンテンツ 移行問題

④セキュリティ意識

⑤その他

Q2. 使用していない携帯電話・PHSで、自宅に残っているものは、何台ありますか。
携帯電話（ＰＤＣ） 台 第三世代携帯電話（３Ｇ） 台 PHS 台 不明* 台 *機種はわからないが、自宅に残っている携帯電話

Q3． どうしたら携帯電話・PHSのリサイクルは進むと思いますか、自由にご記入ください。

Q4． 今回の来店以前に、携帯電話・PHSのリサイクルの取組についてご存じでしたか。
□ 知っていた □ 知らなかった

Q5． 携帯電話・PHSのリサイクルについて、ご感想をお聞かせ下さい。

Q6. その他
■１ 今回、お持ちいただいた古い携帯電話の機種名をご記入ください。
携帯電話（ＰＤＣ） 第三世代携帯電話（３Ｇ） PHS
機種名 機種名 機種名 名
■２ お客様の年齢に当てはまる選択肢をチェックしてください。
□ ①14歳以下 □ ②15～19歳 □ ③20～24歳 □ ④25～29歳□ ①14歳以下 □ ②15～19歳 □ ③20～24歳 □ ④25～29歳
□ ⑤30～39歳 □ ⑥40～49歳 □ ⑦50～59歳 □ ⑧60歳以上
■３ お客様の性別をチェックしてください。
□ 男性 □ 女性
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資料103 専売店でのサンプル調査の結果（Q4、Q5）

Q4 リサイクル活動の認知度Q4 リサイクル活動の認知度 Q5 リサイクル活動に対する意見Q5 リサイクル活動に対する意見

29.0%

7.5%

知っていた

29.0%

ポジティブ意見

ネガティブ意見

63.5%

知っていた

知らなかった

無回答 3.8%

3.1%

64.1%

その他

無回答

リサイクルに対する主な感想、意見等（Q5）

 今のリサイクルの方法は いろいろな意味で最も安心 便利

ポジティブ意見 ネガティブ意見

 今のリサイクルの方法は、いろいろな意味で最も安心、便利
なものだと思う。これまでは知らなかったため、愛着がある機
種をいつまでも保存していた

 ショップに来て初めて知ったので、リサイクルして欲しいことを
アピールすればいいのではないか、と思った。

 どう処分していいのかわからなか たが CMを見てリサイク

 リサイクルは必要だと思うが、端末の価格が高いので気軽にリサイクルでき
ない

 とても良い活動だが、どの様にリサイクルされているかがわからない

 レアメタルが貴重なのは良く知っているが、ユーザーレベルだとそれほどの
意識がない どう処分していいのかわからなかったが、CMを見てリサイク

ルのことを知り、ショップに持って来た
 リサイクルの流れの詳細が知りたい。チラシ等が欲しい

 新聞で使用済みの携帯から金属がリサイクルできると書いて
あった。資源をムダにしないためにいいことだと思う

意識がない

 リース等の所有権設定がない限り、一度所有したものは、家、車などと同
様、個人の感覚によるところで判断されるので、それを崩すためには価格
設定が一番インパクトがあると思う

 リサイクルによって得られたメリットを利用者に還元していないので何かしら
の施策を練 た方がいいと思う 最初は思い入れがあって持ち帰ったとしても、案外いらなくな

る。リサイクルがとても大切だということをもっときちんと説明
すれば、前向きに考えてくれると思う。

 情報漏れが怖くて家に置いていたが、ショップなら安心できる

 資源の少ない日本では 希少金属の回収をより進めたほうが

の施策を練った方がいいと思う
 情報流出のリスクが高いので廃棄の方が望ましいのではないか
 良いことだが、バックアップやICカードの普及で継続して端末を使用できる

為、強制的に回収は出来ないと思う
 窓口受付やサイン等で手間がかかる 資源の少ない日本では、希少金属の回収をより進めたほうが

よいと思う
 ちゃんと穴を開けて廃棄してくれるため、安心できる

 早くレアメタルに代わる代替金属を開発して欲しい

その他
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資料104 専売店でのサンプル調査の結果（Q1）

Q1 「今回 古い携帯電話 PHSの回収（リサイクル）に Q1で「持 て帰る」と答えた理由を5分類※した場合

所有意識

Q1 「今回、古い携帯電話・PHSの回収（リサイクル）に

ご協力いただけますか」への回答結果
Q1で「持って帰る」と答えた理由を5分類※した場合

端末機能の継続利用

データ・コンテンの移行問

題

セキュリティ意識

0% 20% 40% 60%

その他

Q1 「持って帰る」と答えた理由

①思い入れがあるから、コレクションとして集めて

いるから

②住所録、予定表として使っているから

③ダウンロードしたソフト（着うた、ゲーム、待ち受

け画面等）が新しい機種に移行できないから

Q1で「持って帰る」と答えた人のうち、リサイクルに協力する

可能性のある人の割合

Q
※資料100参照

け画面等）が新しい機種に移行できないから

④デジカメや時計、ゲーム機、音楽プレーヤ、ワン

セグ受信機として引き続き使いたいから

⑤ ICカード※を入れ替えて予備機として使いたい

から

⑥データ移行が面倒だから（③に該当するコンテ

ンツ以外で）
⑥⑦⑧

可能性のある人の割合

啓発活動やインセンティブ付与等により、
協力に転じる可能性のある人の割合

0% 10% 20% 30%

⑦自分の所有物だから、なんとなく

⑧個人情報の漏えいが不安だから

⑨その他

③⑥⑦⑧

啓発活動やインセンティブ付与等に加え、著作権に係
る課題が解決した後の潜在的協力者の割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%
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資料105 専売店でのサンプル調査の結果（Q2）

700

Q2 自宅に残っている携帯電話等の台数別の人数分布

（単位：人）

自宅に残る端末台数(Q2)と端末を自宅に持ち帰る理由(Q1)との相関

500

600

200

300

400

0

100

自宅に残る端末の台数が多いほど、持ち帰る理由が「①思い入れ、コレ
クション」である割合が高くなる傾向

自宅に残る端末台数が少ないほど、持ち帰る理由が「②住所録、予定
表として使用」である割合が高くなる傾向
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表として使用」である割合が高くなる傾向



資料106 専売店でのサンプル調査の結果（Q3）

＜データ移行、バックアップを望む意見＞
メールアドレス、メモリ、メール履歴の完全コピーを可能にして欲しい

カードに全てのデータを保存し、カードを入れ替えるだけで機種変更がで
きる仕組みを作る
新機種へのデータ移行を短時間で全て出来れば、回収は進むと思う新機種 のデ タ移行を短時間で全て出来れば、回収は進むと思う
データをどこかにバックアップできればいい
データ移行の共通プラットフォームを作り、普及させる

＜ポイント還元や割引等のインセンティブを望む意見＞
古い電話をもってきたら、キャッシュバックおよび月の通話を何円か値引

くサービスをする

Q3 （リサイクル推進のための方策）の各カテゴリの割合

データ移行・バックアップを望む意見

ポイント還元や割引等のインセンティブを望む意

見

回収場所の拡充を望む意見

くサ ビスをする
ポイントにかえてくれる（エコポイント制度などをつくる）
回収する時に金額やポイントをつける
携帯電話の下取りをして欲しい

＜回収場所の拡充を望む意見＞
ショップ以外でも不要の携帯電話・ＰＨＳが受け取れるようにすればいい。回収場所の拡充を望む意見

周知の徹底を望む意見

個人情報の管理徹底を望む意見

ショップ以外でも不要の携帯電話 ＰＨＳが受け取れるようにすればいい。
コンビニ等で回収ＢＯＸを設置したらいい
ポスト投函等のような手軽な仕組みにして欲しい

＜周知の徹底を望む意見＞
どれだけ大切な資源が携帯に入っているのかを周知する
新機種の宣伝なみのアピールをする

0% 10% 20% 30%

その他

新機種の宣伝なみのアピ ルをする
カタログやCM、商品の箱等に告知があると良い

＜個人情報の管理徹底を望む意見＞
個人情報の流出等がなく、安全であることがわかる様になれば協力しよう

と思う
情報漏えいの強化が進めば、回収率もよくなる情報漏え の強化 進めば、回収率もよくなる

個人情報の漏えいが心配なので、リサイクルを所有者の目の届くところで
行うといいと思う

回収された携帯電話のデータが完全に消え、復元不可能とわかる事。穴
が開く程度だと不安

＜その他＞そ 他
個人の気持ちの問題だと思う
機種を全てレンタルにする

機種変更後の携帯は何も使えなくすればよい。デジカメ、音楽視聴可で
は回収が進まない 111



資料107 携帯電話サービス販売員等に係る検定試験（ケータイ実務検定）

専売店等の販売員等の資質向上を図り、消費者が携帯電話サービス等の契
約の際 正確な情報に基づく選択を可能とするため 総務省では 携帯電話販売

概要

約の際、正確な情報に基づく選択を可能とするため、総務省では、携帯電話販売
員等に係る検定試験（MCPC：モバイルコンピューティング推進フォーラム）を後援
している。

年 月 日に第 回検定試験が行われ 約 名の受験者が参加した2009年1月28日に第1回検定試験が行われ、約2200名の受験者が参加した。
今後、本検定試験は年2回程度定期的に開催される予定である。

a） 携帯電話サービスに関する基礎的な知識
b） 移動電話端末の機能に関する基礎的な知識

出題内容

b） 移動電話端末の機能に関する基礎的な知識
c） 各種アプリケーションやコンテンツに関する基礎的な知識
d） 迷惑電話・迷惑メール対策、フィルタリングサービスの利用方法等、携帯

電話サービス等を安心・安全に利用するための基礎的な知識
e） 使用済み携帯電話の回収に関する基礎的な知識
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